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Ⅴ-3-3-2-2-2-4 管の強度計算書 

 



 

 

 

 

 

Ⅴ-3-3-2-2-2-4-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

いて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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K7 ① Ⅴ-3-3-2-2-2-4-1 R1

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.00 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

2 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.00 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

3 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.00 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

4 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.00 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

5 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.00 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

T1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.00 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

2 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

3 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

4 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

5 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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K7 ① Ⅴ-3-3-2-2-2-4-1 R1 

1. 概略系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料プール代替注水系概略系統図（その１） 

使用済燃料貯蔵プール 

原子炉建屋 屋外 

常設スプレイヘッダ 

1 
2 3 

T1 

使用済燃料貯蔵プール 

接続口(北) 

使用済燃料貯蔵プール 

接続口(東) 常設スプレイヘッダ 

T1 2 2 

2 

2 

2 

1 
2 

原子炉建屋 屋外 

2 
＊ ＊ 

注記 ＊：管継手 
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燃料プール代替注水系概略系統図（その２） 
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2.  管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 2.00    40   76.30 5.20 SUS304TP S 2 129     1.00  12.5 %  4.55 0.59 A 0.59 

2 2.00    40   89.10 5.50 SUS304TP S 2 129     1.00  12.5 %  4.81 0.69 A 0.69 

3 2.00    40   114.30 6.00 SUS304TP S 2 129     1.00  12.5 %  5.25 0.88 A 0.88 

4 2.00    40   89.10 5.50 SUS304 S 2 129     1.00  12.5 %  4.81 0.69 A 0.69 

5 2.00    40   76.30 5.20 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  4.55 0.74 C 2.70 

3

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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3. 管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管） 

 

 補強を要しない穴の最大径 

 設計・建設規格 PPC-3422 準用 

   ＮＯ．   T1 

形   式   A 

最高使用圧力 Ｐ (MPa) 2.00 

最高使用温度  (℃) 40 

主管と管台の角度 α (°)  

   

主 
 
 

管 

材  料   SUS304TP 

許容引張応力 Ｓｒ (MPa) 129 

外  径 Ｄｏｒ (mm) 89.10 

内  径 Ｄｉｒ (mm) 79.48 

公称厚さ ｔｒｏ (mm) 5.50 

厚さの負の許容差 Ｑｒ  12.5% 

最小厚さ ｔｒ (mm) 4.81 

継手効率 η (mm) 1.00 

管 
 

台 

材  料   SUS304 

外  径 Ｄｏｂ (mm) 46.00 

内  径 Ｄｉｂ (mm)  

公称厚さ ｔｂｎ (mm) 9.40 

   

穴の径 ｄ (mm)  

ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4  (mm) 19.87 

61，ｄｒ１ の小さい値  (mm) 19.87 

穴の補強計算の係数 Ｋ  0.1577 

200，ｄｒ2 の小さい値  (mm) 57.33 

補強不要な穴の最大径 ｄｆｒ (mm) 57.33 

 

 評価： ｄ ≦ ｄｆｒ 

 

 よって管の穴の補強計算は必要ない。 

 

 

 

  



Ⅴ-3-3-2-2-2-4-2　管の応力計算書
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まえがき

　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。

　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最

　　大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全４モデルのうち，最大

　　応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を5.に記載

　　する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ

2
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　SFP-R-4

質量 対応する評価点

  52～53

  51～52

7
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　SFP-R-4

質量 対応する評価点

      1

8
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　SFP-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

5～7    

9
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　SFP-R-4

質量 対応する評価点

    6

10
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　SFP-R-4
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 3.2　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP  40 ― ― ― 129

SUS304TP 100 ― ― ― 122

材料
許容応力(MPa)
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   一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（メーカ規格及び基準） （可搬型代替注水ポンプ屋外用 20m ホース） 

  Ⅰ． 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ． メーカ規格及び基準に規定されている事項（メーカ仕様） 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

規格及び基準に基づく試験 

― 

消防用ホースであり，火災等の災害時に被害を軽減するための送

水用ホースとして使用することを目的とする。使用環境として，

屋内外で淡水又は海水を送水することを想定している。 

ポリエステル 2.0 40 

耐圧試験（試験圧力：まっすぐに

した状態で 4.0 MPa，折り曲げ

た状態で 2.8 MPa，試験保持時

間：5 分間）を実施 

 

  Ⅲ． 確認項目 

   （a） ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

        当該ホースは，重大事故等時に屋内外で淡水又は海水を送水するためのホースである。一方，本メーカ規格及び基準は，消防用として使用することを目的とした

一般産業品に対する規格であり，屋内外での淡水又は海水の送水を想定している。重大事故等時における当該ホースの使用目的及び使用環境は，本規格の使用目的

及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

   （b-2）：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（Ⅱと公的な規格等の材料及び試験条件の比較，ⅠとⅡの使用条件の比較） 

        当該ホースの型式については，「消防法」に基づくものとして承認又は届出されており，「消防法」に従った適切な材料が使用されていることを型式承認の結果又

は届出番号により確認できる。 

当該ホースの最高使用温度及び最高使用圧力はメーカ仕様の範囲内であり，「消防法」に基づく「消防用ホースの技術上の規格を定める省令」で規定されている耐

圧試験（試験圧力：まっすぐにした状態で 4.0MPa，折り曲げた状態で 2.8MPa，試験保持時間：5 分間）と同等の試験に合格していることを検査成績書等で確認でき

ることから，当該ホースは要求される強度を有している。 

 

  Ⅳ． 評価結果 

       上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品としてメーカ規格及び基準に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温度

が負荷された状態において要求される強度を有している。 

  

種類 使用目的及び使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

ホース 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）又は可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）により原子炉圧力容器等へ送水するためのホースとして使用

することを目的とする。使用環境として，屋外で淡水又は海水を送

水する。 

ポリエステル 2.0＊ 40＊ 

1
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 一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（メーカ規格及び基準） （可搬型代替注水ポンプ燃料プール代替注水用屋外 20m ホース） 

  Ⅰ． 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

ホース 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）と使用済燃料貯蔵プール接続口（北

側，東側）を接続し，使用済燃料貯蔵プールへスプレイするための

ホースとして使用することを目的とする。使用環境として，屋外で

淡水又は海水を送水する。 

ポリエステル 2.0＊ 40＊ 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ． メーカ規格及び基準に規定されている事項（メーカ仕様） 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

規格及び基準に基づく試験 

75ESP-H-S 

消防用ホースであり，火災等の災害時に被害を軽減するための送

水用ホースとして使用することを目的とする。使用環境として，

屋内外で淡水又は海水を送水することを想定している。 

ポリエステル 2.0 ― 

耐圧試験（試験圧力：まっすぐに

した状態 4.0 MPa，折り曲げた

状態で 2.8 MPa，試験保持時間：

5 分間）を実施 

 

  Ⅲ． 確認項目 

   （a） ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

        当該ホースは，重大事故等時に屋内外で淡水又は海水を送水するためのホースである。一方，本メーカ規格及び基準は，消防用として使用することを目的とした

一般産業品に対する規格であり，屋内外での淡水又は海水の送水を想定している。重大事故等時における当該ホースの使用目的及び使用環境は，本規格の使用目的

及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

   （b-2）：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（Ⅱと公的な規格等の材料及び試験条件の比較，ⅠとⅡの使用条件の比較） 

当該ホースの型式については，「消防法」に基づくものとして承認又は届出されており，「消防法」に従った適切な材料が使用されていることを型式承認の結果又は

届出番号により確認できる。 

当該ホースの最高使用温度 40℃は常温として著しく高い温度ではなく，最高使用圧力はメーカ仕様の範囲内であり，「消防法」に基づく「消防用ホースの技術上の

規格を定める省令」で規定されている耐圧試験（試験圧力：まっすぐにした状態で 4.0MPa，折り曲げた状態で 2.8MPa，試験保持時間：5 分間）と同等の試験に合格

していることを検査成績書等で確認できることから，当該ホースは要求される強度を有している。 

 

  Ⅳ． 評価結果 

       上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品としてメーカ規格及び基準に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温度

が負荷された状態において要求される強度を有している。 
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 一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（メーカ規格及び基準） （可搬型代替注水ポンプ屋内用 20m ホース） 

  Ⅰ． 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

ホース 

使用済燃料貯蔵プール可搬式接続口（南）又は可搬型代替注水ポン

プ屋外用 20m ホースと可搬型スプレイヘッダ，復水補給水系可搬式

接続口（東）と復水補給水系可搬式接続口（屋内）を接続し，原子炉

圧力容器等へ送水するためのホースとして使用することを目的とす

る。使用環境として，屋内で淡水又は海水を送水する。 

ポリエステル 2.0＊ 40＊ 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ． メーカ規格及び基準に規定されている事項（メーカ仕様） 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

規格及び基準に基づく試験 

75 

スーパーライン S 

消防用ホースであり，火災等の災害時に被害を軽減するための送水

用ホースとして使用することを目的とする。使用環境として，屋内

外で淡水又は海水を送水することを想定している。 

ポリエステル 2.0 50 

耐圧試験（試験圧力：まっすぐに

した状態で 4.0 MPa，折り曲げ

た状態で2.8MPa，試験保持時間：

5 分間）を実施 

 

  Ⅲ． 確認項目 

   （a） ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

        当該ホースは，重大事故等時に屋内外で淡水又は海水を送水するためのホースである。一方，本メーカ規格及び基準は，消防用として使用することを目的とした

一般産業品に対する規格であり，屋内外での淡水又は海水の送水を想定している。重大事故等時における当該ホースの使用目的及び使用環境は，本規格の使用目的

及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

   （b-2）：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（Ⅱと公的な規格等の材料及び試験条件の比較，ⅠとⅡの使用条件の比較） 

当該ホースの型式については，「消防法」に基づくものとして承認又は届出されており，「消防法」に従った適切な材料が使用されていることを型式承認の結果又は

届出番号により確認できる。 

当該ホースの最高使用温度の 40℃は，当該ポンプが消防用ポンプであることから想定内である。また，当該ホースの最高使用圧力はメーカ仕様の範囲内であり，

「消防法」に基づく「消防用ホースの技術上の規格を定める省令」で規定されている耐圧試験（試験圧力：まっすぐにした状態で 4.0MPa，折り曲げた状態で

2.8MPa，試験保持時間：5 分間）と同等の試験に合格していることを検査成績書等で確認できることから，当該ホースは要求される強度を有している。 

 

  Ⅳ． 評価結果 

       上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品としてメーカ規格及び基準に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温度

が負荷された状態において要求される強度を有している。

 

3
 



K7 ① Ｖ-3-3-2-2-2-4-3 R1E 
 

 

K
7
 
①
 Ｖ

-
3-
3
-
2-
2
-
2-
4
-
3 
R
1
 

 一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（メーカ規格及び基準） （可搬型スプレイヘッダ） 

  Ⅰ． 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

放水銃 

可搬型代替注水ポンプ屋内用 20m ホースと接続し，使用済燃料貯

蔵プールに注水又はスプレイするための可搬型配管として使用す

ることを目的とする。使用環境として，屋内で淡水又は海水を送水

する。 

AC4CH＊1 1.6＊2 40＊2 

注記 ＊1：可搬型スプレイノズル本体の材料を示す。 

＊2：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ． メーカ規格及び基準に規定されている事項（メーカ仕様） 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

規格及び基準に基づく試験 

ブリッツファイヤー 

放水銃 

（ZM-2 1/2-OS 改） 

消防用の放水銃であり，火災等の災害時に防護対象範囲へ放水す

ることを目的とする。使用環境として，屋内外での火災発生時等

に淡水又は海水を放水することを想定している。 

AC4CH 1.6 80 

耐圧試験 

（試験圧力：2.4 MPa，試験保持

時間：3 分間）を実施 

 

  Ⅲ． 確認項目 

   （a） ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

        当該スプレイヘッダは， 重大事故等時に屋内で淡水又は海水をスプレイするための可搬型配管である。一方，本メーカ規格及び基準は，可搬型消火機器として使

用することを目的とした一般産業品に対する規格であり，屋内外で淡水又は海水を送水することを想定している。重大事故等時における当該スプレイヘッダの使用

目的及び使用環境は，本規格の使用目的及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

   （b-2）：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（Ⅱと公的な規格等の材料及び試験条件の比較，ⅠとⅡの使用条件の比較） 

        当該スプレイヘッダに使用されている材料は，「消防用ホースに使用する差込式またはねじ式の結合金具及び消防用吸管に使用するねじ式の結合金具の技術上の規

格を定める省令」にて使用可能な材料とされているアルミニウム合金鋳物と同種類の材料である。 

当該スプレイヘッダの最高使用温度及び最高使用圧力はメーカ仕様の範囲内であり，設計・建設規格 PHT-2311 で規定されている耐圧試験（試験圧力：最高使用圧

力×1.5 倍）と同様の試験条件の耐圧試験に合格していることを検査成績書等により確認できる。耐圧試験による機器の健全性は，耐圧部全体に圧力が負荷される

適切な試験保持時間（設計・建設規格 解説 PHT-4000）により確認している。なお，設計・建設規格のクラス３機器の最高許容耐圧試験圧力は機器の応力制限（降伏

点）を基に定められており，耐圧試験の規定では，耐圧試験圧力は最高使用圧力の 1.5 倍の 106 ％を超えないこととしている。一方，設計・建設規格のクラス３機

器の設計許容応力は降伏点に対して 5/8 を基準にしており，この許容応力以下となる必要板厚は，最高使用圧力を条件として評価式により求めている。よって，設

計・建設規格 PHT-2311 で規定されている耐圧試験と同等の試験条件の耐圧試験に合格することで，メーカ規格及び基準の設計が設計・建設規格と同等の裕度を持っ

ているとみなせるため，当該スプレイヘッダは要求される強度を有している。 

 

  Ⅳ． 評価結果 

       上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品としてメーカ規格及び基準に適合し，使用材料の特性を踏まえた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温度

が負荷された状態において要求される強度を有している。 
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Ⅴ-3-3-2-3 その他の核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の 

強度についての説明書 



 

Ⅴ-3-3-2-3-1 弁の強度計算書（燃料プール冷却浄化系） 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-11「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 

評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 

クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

G41-F017 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.57 66 1.57 77 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

 

K7 ① Ⅴ-3-3-2-3-1 R1 
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1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1　設計仕様

系　統　：　燃料プール冷却浄化系

止め弁 250F017 SCS13A SCS13A

機器の区分 重大事故等クラス２弁

弁番号 種類
呼び径 材料

弁箱 弁ふた ボルト
（A）

K
7

①
Ⅴ

-3
-
3
-2
-
3
-1

R
1



1.2　強度計算書

系　統　： 燃料プール冷却浄化系 F017 1

　設計条件 　ネック部の厚さ

　　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ／ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ1　≧　ｔｍ1

　　ｔ2 (mm) ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

1.57

8.4 ―

77

―

8.4 ―

6.6 ―

SCS13A

SCS13A

―

―

―

弁番号 シート

弁番号 シート名称又 シート

K
7
①

Ⅴ
-3
-
3
-2
-
3
-1

R
1

3
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系　統　： 燃料プール冷却浄化系 F017 2

フランジ及びフランジボルトの応力解析　告示第５０１号

　設計条件 モーメントの計算

　ＰFD (MPa) 2.03 　ＨD (N) 1.203 × 10 5

　Ｐeq (MPa) 0.46 　ｈD (mm) 37.5 

　Ｔm (℃) 77 　ＭD (N･mm) 4.513 × 10 6

　Ｍｅ (N･mm)  　ＨG (N) 6.532 × 10 4

　Ｆｅ (N)  　ｈG (mm) 29.5 

フランジの形式 JIS B8243図1(g) 　ＭG (N･mm) 1.927 × 10 6

フランジ 　ＨT (N) 3.357 × 10 4

　材料 SCS13A 　ｈT (mm) 38.5 

　　σfa (MPa) 　ＭT (N･mm) 1.292 × 10 6

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 120 　Ｍo (N･mm) 7.732 × 10 6

　　σfb (MPa) 　Ｍg (N･mm) 1.503 × 10 7

最高使用温度(使用状態) 110 フランジの厚さと係数

　Ａ (mm)  　ｔ (mm)  

　Ｂ (mm)  　Ｋ 1.51 

　Ｃ (mm)  　ｈｏ (mm)  

　ｇ0 (mm)  　ｆ 1.00 

　ｇ1 (mm)  　Ｆ 0.791 

　ｈ (mm)  　Ｖ 0.242 

　ボルト 　ｅ (mm-1) 0.01322

　材料 　ｄ (mm
3
) 224231 

　　σa (MPa) 　Ｌ 1.31 

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 173 　Ｔ 1.71 

　　σb (MPa) 　Ｕ 5.37 

最高使用温度(使用状態) 173 　Ｙ 4.89 

　ｎ  　Ｚ 2.57 

　ｄｂ (mm) 　応力の計算

　ガスケット 　σHo (MPa) 59 

　材料 　σRo (MPa) 20 

　ガスケット厚さ (mm)  　σTo (MPa) 21 

　Ｇ (mm)  　σHg (MPa) 98 

　ｍ  　σRg (MPa) 39 

　ｙ (N/mm
2
)  　σTg (MPa) 40 

　ｂｏ (mm)  

　ｂ (mm)  応力の評価　： σHo　≦　１．５・σfb

　Ｎ (mm)  σRo　≦　１．５・σfb

　Gs (mm)  σTo　≦　１．５・σfb

　ボルトの計算

　Ｈ (N) 1.539 × 10 5 σHg　≦　１．５・σfa

　Ｈｐ (N) 6.532 × 10 4 σRg　≦　１．５・σfa

　Ｗm1 (N) 2.192 × 10 5 σTg　≦　１．５・σfa

　Ｗm2 (N) 3.702 × 10 5

　Ａm1 (mm2) 1.270 × 10 3 よって十分である。

　Ａm2 (mm2) 2.145 × 10 3

　Ａm (mm
2
) 2.145 × 10 3

　Ａb (mm
2
)  

　Ｗo (N) 2.192 × 10 5

　Ｗg (N) 5.094 × 10 5

評価　： Ａm　＜　Ａb

よって十分である。

弁番号 シート

K
7
 
①
 
Ⅴ
-
3
-
3
-
2
-
3
-
1
 
R
1
E
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Ⅴ-3-3-3 原子炉冷却系統施設の強度に関する説明書 
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Ⅴ-3-3-3-1 原子炉冷却材の循環設備の強度計算書 
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Ⅴ-3-3-3-1-1 主蒸気系の強度計算書 
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2.5 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

脚（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０１ SS400（板厚 16mm 以下））の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM400A（板厚 16mm 以下）） 

脚に使用している SS400 は，クラス２容器の使用可能な材料として設計・建設規格に記載さ

れていないことから，クラス２容器の使用可能な材料として設計・建設規格に記載されている

材料と機械的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 

400N/mm2 

～ 

510N/mm2 

245N/mm2以上 

引張強さ及び降伏点は同等であ

る。 

比較材料 

400N/mm2 

～ 

510N/mm2 

245N/mm2以上 

 

(2) 化学的成分 

  
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

― 

(0.17) 
― ― 

0.050 

以下 

0.050 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.23 

以下 
― 

2.5×C 

以上＊2 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

C，Mn，P，S の成分規定に差異があるが，以下により，本機器の環境下での使用

は問題ないと考える。 

C：溶接性に影響を与える成分であるが，溶接規格において溶接の制限を受け

ない含有量であること。また，脆性に影響を与える成分であるが，本機器に

おいて使用される材料は，薄肉（16mm 未満の 10mm 及び 7mm）であるため，脆

性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さらには設計・建設規格クラ

ス２の規定でも破壊靱性試験が要求されない範囲であること。 

Mn：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，（1）の評価結果から

も機械強度は同等であること。また，脆性に影響を与える成分であるが，本

機器において使用される材料は，薄肉（16mm 未満の 10mm 及び 7mm）である

ため，脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さらには設計・建設

規格クラス２の規定でも破壊靱性試験が要求されない範囲であること。 
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比較 

結果 

P：冷間脆性に影響を与える成分であるが，本機器において使用される材料は，

薄肉（16mm 未満の 10mm 及び 7mm）であるため，脆性破壊が発生しがたい寸法

の材料であること，さらには設計・建設規格クラス２の規定でも破壊靱性試

験が要求されない範囲であること。 

S：熱間脆性に影響を与える成分であるが，本機器において使用される材料は，

薄肉（16mm 未満の 10mm 及び 7mm）であるため，脆性破壊が発生しがたい寸法

の材料であること，さらには設計・建設規格クラス２の規定でも破壊靱性試

験が要求されない範囲であること。 

注記＊1：ミルシートの値を示す。 

＊2：C の値は，溶鋼分析値を適用する。 

 

(3) 評価結果 

(1)(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等であるこ

とを確認したため，本機器においてＪＩＳ Ｇ ３１０１ SS400（板厚 16mm 以下）を重大事

故等クラス２材料として使用することに問題ないと考える。 
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2.5 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

脚（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０１ SS400（板厚 16mm 以下））の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM400A（板厚 16mm 以下）） 

脚に使用している SS400 は，クラス２容器の使用可能な材料として設計・建設規格に記載さ

れていないことから，クラス２容器の使用可能な材料として設計・建設規格に記載されている

材料と機械的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 

400N/mm2 

～ 

510N/mm2 

245N/mm2以上 

引張強さ及び降伏点は同等であ

る。 

比較材料 

400N/mm2 

～ 

510N/mm2 

245N/mm2以上 

 

(2) 化学的成分 

  
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

― 

(0.10) 
― ― 

0.050 

以下 

0.050 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.23 

以下 
― 

2.5×C 

以上＊2 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

C，Mn，P，S の成分規定に差異があるが，以下により，本機器の環境下での使用

は問題ないと考える。 

C：溶接性に影響を与える成分であるが，溶接規格において溶接の制限を受け

ない含有量であること。また，脆性に影響を与える成分であるが，本機器に

おいて使用される材料は，薄肉（16mm 未満の 15mm 及び 10mm）であるため，

脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さらには設計・建設規格ク

ラス２の規定でも破壊靱性試験が要求されない範囲であること。 

Mn：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，（1）の評価結果から

も機械強度は同等であること。また，脆性に影響を与える成分であるが，本

機器において使用される材料は，薄肉（16mm 未満の 15mm 及び 10mm）である

ため，脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さらには設計・建設

規格クラス２の規定でも破壊靱性試験が要求されない範囲であること。 
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比較 

結果 

P：冷間脆性に影響を与える成分であるが，本機器において使用される材料は，

薄肉（16mm 未満の 15mm 及び 10mm）であるため，脆性破壊が発生しがたい寸

法の材料であること，さらには設計・建設規格クラス２の規定でも破壊靱性

試験が要求されない範囲であること。 

S：熱間脆性に影響を与える成分であるが，本機器において使用される材料は，

薄肉（16mm 未満の 15mm 及び 10mm）であるため，脆性破壊が発生しがたい寸

法の材料であること，さらには設計・建設規格クラス２の規定でも破壊靱性

試験が要求されない範囲であること。 

注記＊1：ミルシートの値を示す。 

＊2：C の値は，溶鋼分析値を適用する。 

 

(3) 評価結果 

(1)(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等であるこ

とを確認したため，本機器においてＪＩＳ Ｇ ３１０１ SS400（板厚 16mm 以下）を重大事

故等クラス２材料として使用することに問題ないと考える。 
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別紙 主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 平板応力評価詳細 

 

下記「1. クラス１容器の規定を準用した強度計算方法」に従い，主蒸気逃がし安全弁自動減圧機

能用アキュムレータの平板についての評価を実施する。 

平板の応力評価の詳細を2項以降に示す。 

 

1. クラス１容器の規定を準用した強度計算方法 

重大事故等クラス２機器の評価において，公式による評価を満足しない部位については，より精

緻な評価を実施する必要があるため，設計・建設規格にて規定されている準用規定に基づき，クラ

ス１容器の規定を準用し，解析による評価を実施する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格

の記号 

強度計算書の 

表示 
表示内容 単位 

Ｐｂ 

ＰＬ 

Ｐｍ 

Ｓｍ 

Ｐｂ 

ＰＬ 

Ｐｍ 

Ｓｍ 

一次曲げ応力強さ 

一次局部膜応力強さ 

一次一般膜応力強さ 

設計応力強さ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

(2) 強度計算方法 

a. 平板の応力計算（設計・建設規格 PVB-3110 準用） 

設計・建設規格に基づく評価を実施する場合 

クラス１容器の応力評価の規定である設計・建設規格 PVB-3110を準用して応力解析を 

実施し，その一次応力強さは次の規定を満足することを確認する。＊ 

(a) 一次一般膜応力強さがＳｍを超えないこと。 

(b) 一次局部膜応力強さが1.5Ｓｍを超えないこと。 

(c) 一次膜応力と一次曲げ応力を加えて求めた応力強さが1.5Ｓｍを超えないこと。 

 

注記＊：以下の規定から，重大事故等クラス２容器の平板について，クラス１容器の応力評価

の規定 設計・建設規格 PVB-3110 を準用することとする。 

・クラス２容器の材料及び構造の特例 設計・建設規格 PVC-1210では，「PVC-2000

からPVC-2400，PVC-3100からPVC-3800及びPVC-4100までの規定にかかわらず，クラ

ス２容器の材料及び構造の規格は，PVB-2000からPVB-2400及びPVB-3100から 

PVB-4100までの規定に準ずることができる。」と記載されていることから，重大事

故等クラス２容器の平板は，クラス１容器の応力評価の規定 設計・建設規格  

PVB-3110を準用する。 
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2. 応力計算 

解析対象部位は平板とし，内圧を付加した場合の発生応力を解析により求め，応力強さが表2－1の

規定を満足することを確認する。 

 

表2－1 応力の分類及び許容値 

応力の分類 許容応力＊ 

一次一般膜応力強さ：Ｐｍ Ｓ 

一次局部膜応力強さ：ＰＬ 1.5Ｓ 

一次膜＋一次曲げ応力強さ：ＰＬ＋Ｐｂ 1.5Ｓ 

注記＊：PVB-3110 では許容応力として設計応力強さＳｍを用いているが，クラス２機器のため 

       許容引張応力Ｓを用いる。なお，Ｓｍ値に対してＳ値が保守的である。 
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3. 評価対象部位 

アキュムレータの断面図を図3－1に示す。応力解析による評価対象箇所は，図3－1のとおりとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－1 評価対象部位 
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評価対象箇所 
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4. 解析条件及び解析モデル 

評価対象部位の仕様を表4－1に，応力解析を行うための解析モデルを図4－1に，圧力範囲及び拘

束条件の解析条件を図4－2に示す。 

解析モデルは，平板が軸対称の円板構造になっていることから，平板を二次元軸対称モデルとす

る。また，平板と接合している胴板も二次元軸対称モデルとする。 

応力計算には，有限要素解析手法を適用する。解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，解析

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概 

要」に示す。 

表4－1 評価対象部位の仕様 

項目 単位 平板 

材料 ― SUS304 

最高使用温度 ℃ 171 

最高使用圧力 MPa 2.00 

許容引張応力：Ｓ MPa 113 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 平板の解析モデル 

 

胴板 

平板 

Y 

X 

節点数：757 

要素数：644 
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解析モデル範囲 
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図4－2 解析条件 

 

 

5. 計算結果 

平板の計算結果を表5－1に示す。 

一次応力強さは，許容値を下回っており，平板の強度は十分である。 

 

表5－1 一次応力強さ 

応力評価点 P01-P02 P03-P04 

応力分類 
Ｐｍ 

(MPa) 

ＰＬ 

(MPa) 

ＰＬ＋Ｐｂ 

(MPa) 

Ｐｍ 

(MPa) 

ＰＬ 

(MPa) 

ＰＬ＋Ｐｂ 

(MPa) 

応力強さ 3 3 67 

―＊1 

21 21 

許容値 113 169 169 101＊2 101＊2 

  注記＊1：一次一般膜応力は発生しない。 

    ＊2：継手効率0.60を考慮した値。 

半径（X）方向拘束 
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Y 

軸（Y）方向拘束 

X P01 P02 

 

P03 

 

 

P04 

 

 

 

2.00 MPa 
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Ⅴ-3-3-3-1-1-3 管の強度計算書 

 



Ⅴ-3-3-3-1-1-3-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

いて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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K7 ① Ⅴ-3-3-3-1-1-3-1 R1

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

5 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

6 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

7 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

8 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

9 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

10 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける
評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分



K7 ① Ⅴ-3-3-3-1-1-3-1 R1

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

11 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

12 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

C1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

C2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

R1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

T1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

SP1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 3.73 250 3.73 250 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

E1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

E2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

E3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

既工認に
おける
評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか
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圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

E4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

E5 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

E6 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

E7 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― 設計・建設規格 設計・建設規格 ― SA-2

その他1 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55告示 既工認 ― SA-2

既工認に
おける
評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

評価
クラス

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

クラス
アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

2 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

3 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

4 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

5 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

6 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

7 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

8 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

9 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

10 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

11 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

12 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

C1 鏡板の強度計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

C2 鏡板の強度計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

R1 レジューサの強度計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

T1 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

SP1 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
許容値 S55告示

E1 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E2 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E3 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

E4 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E5 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E6 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E7 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　告示第５０１号第58条第1項　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

6 3.73    250   318.50 17.40 SCS16A S 2       84＊ 1.00       6.95 A 6.95 

7 3.73    250   563.00 31.80 SCS16A S 2       84
＊ 1.00       12.29 A 12.29 

8 3.73    250   609.60 55.10 SCS16A S 2       84＊ 1.00       13.30 A 13.30 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。

注記＊：告示第５０１号　別表第6（備考）3　ハに基づき0.8倍した値を用いた。 

9
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　  管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 3.73    250   267.40 15.10 STS410 S 2 103     1.00  12.5 %  13.21 4.78 A 4.78 

2 3.73    250   267.40 15.10 SUS316TP S 2 125     1.00  12.5 %  13.21 3.95 A 3.95 

3 3.73    250   267.40 12.70 SUS316TP S 2 125     1.00  12.5 %  11.11 3.95 A 3.95 

4 3.73    250   318.50 17.40 SUS316TP S 2 125     1.00  12.5 %  15.22 4.70 A 4.70 

5 3.73    250   318.50 14.30 SUS316TP S 2 125     1.00  12.5 %  12.51 4.70 A 4.70 

10

9 2.00    171   80.00 13.60 SUS304 S 2 113     1.00    0.71 A 0.71 

10 2.00    171   60.50 3.90 SUS304 S 2 113     1.00    0.54 A 0.54 

11 2.00    171   60.50 3.90 SUS304TP S 2 113     1.00  0.50mm 3.40 0.54 A 0.54 

12 2.00    171   60.50 6.70 SUS304 S 2 113     1.00    0.54 A 0.54 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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3.  鏡板の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　告示第５０１号第58条第1項及び第2項　準用

最高使用圧力 最高使用 形        式 外   径 公称厚さ 材          料 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ Ｓ Ｒ ｒ Ｄ 2・ｈ Ｗ，Ｋ η Ｑ ｔｃ ｔ

（MPa） （℃） （mm） （mm） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） 式 （mm）

C1 3.73    250     全半球形 609.60 55.10 SCS16A       84
＊

 1.00   B 5.65 

  フランジ部 609.60 55.10 SCS16A       84
＊ 1.00   D 13.30 

C2 3.73    250     半だ円形 318.50 17.40 SCS16A       84
＊   1.00 1.00   C 6.40 

  フランジ部 318.50 17.40 SCS16A       84
＊ 1.00   D 6.95 

評価：ｔｃ ≧ ｔ，よって十分である。

注記＊：告示第５０１号　別表第6（備考）3　ハに基づき0.8倍した値を用いた。 

1
1
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4.  レジューサの強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　告示第５０１号第61条第1項(告示第５０１号第32条第3項)及びＪＩＳ　Ｂ　８２４３　準用

最高使用圧力 最高使用 端部記号 外　　径 公称厚さ 材          料 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 θ Ｄｏ Ｓ η Ｑ Ｄｉ ｒ Ｗ，Ｋ ｔｓ ｔ１ ｔ２ ｔ

（MPa） （℃） （°） （mm） （mm） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） 式 （mm）

R1 3.73    250   10.8  　　　大径端 563.00 31.80 SCS16A      84＊ 1.00    mm   11.60 A 11.60 

　フランジ部

　　　小径端 318.50 17.40 SCS16A       84＊ 1.00    mm  1.2  6.59 8.34 B 8.34 

　フランジ部

評価：ｔｓ ≧ ｔ，よって十分である。

注記＊：告示第５０１号　別表第6（備考）3　ハに基づき0.8倍した値を用いた。 

1
2



5.  管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管）

　　告示第５０１号　第60条　準用

 　   ＮＯ．            T1      　　　Ａｒ （mm
2
）           4.037×10

3

  形   　 式            C 　　　Ａ０ （mm
2
）           8.737×10

3

  最高使用圧力 Ｐ 　　 （MPa） 3.73          　　　Ａ１ （mm
2
）           7.787×103

　最高使用温度 （℃） 250             　　　Ａ２ （mm
2
）           9.500×102

　主管と管台の角度 α　　　 （°）              　　　Ａ３ （mm
2
） 0             

　　　Ａ４ （mm
2
）

　主管材料 SCS16A

　　　Ｓｒ （MPa）           84
＊１ 　　評価：　Ａ０　＞　Ａｒ

　　　Ｄｏｒ （mm） 609.60          　　よって十分である。

　　　Ｄｉｒ （mm）           

　　　ｔｒｏ （mm） 55.10          　　　ｄｆｒＤ （mm）           

　　　Ｑｒ            　　　ＬＡＤ （mm）           

　　　ｔｒ （mm）           　　　ＬＮＤ （mm）           

　　　ｔｒｒ （mm） 13.30          　　　ＡｒＤ （mm
2
）           2.691×103

　　　η 1.00          　　　Ａ０Ｄ （mm
2
）           6.880×103

　　　Ａ１Ｄ （mm2）           5.930×103

　管台材料 SCS16A 　　　Ａ２Ｄ （mm
2
）           9.500×10

2

　　　Ｓｂ （MPa）           84
＊１ 　　　Ａ３Ｄ （mm

2
） 0             

　　　Ｄｏｂ （mm） 318.50          　　　Ａ４Ｄ （mm
2
）

　　　Ｄｉｂ （mm）           

　　　ｔｂｎ （mm） 17.40          　　評価：　Ａ０Ｄ　≧　ＡｒＤ

　　　Ｑｂ            　　以上より十分である。

　　　ｔｂ （mm）           

　　　ｔｂｒ （mm） 6.48          

　強め材材料

　　　Ｓｅ （MPa）

　　　Ｄｏｅ （mm）

　　　ｔｅ （mm）

  穴の径　ｄ （mm）           

　　　Ｋ         

　　　ｄｆｒ （mm）           

　　　ＬＡ （mm）          

　　　ＬＮ （mm）           

　　　Ｌ１ （mm）              

　　　Ｌ２ （mm）

注記＊１：告示第５０１号　別表第6（備考）3　ハに基づき0.8倍した値を用いた。 

　　＊２：ＬＡは構造上取り得る範囲とした。
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クエンチャの穴の強度計算書（重大事故等クラス２管） 

記号 SP1 

補強の有効範囲 補強の有効範囲

穴部詳細 穴部断面

ｔ
ｒ

ｔ
ｒ
－
ｔ

ｒ
ｒ

φｄ

ＬＡ ＬＡ

Ａ０／2 Ａ０／2

Ａｒ ｔ
ｒ
ｒ

Ｄ
ｏ
ｒ

2・ＬＡ 2・ＬＡ

(mm)

図 5-1 穴部詳細と穴部断面 

(1) 告示第５０１号第 60 条第 2項第 1号により，穴の補強計算を行う。 

  a. 主管の計算上必要な厚さｔｒｒ

ｔｒｒ＝
Ｐ・Ⅾｏｒ

2∙Ｓｒ・η＋0.8・Ｐ

ｔｒｒ＝
3.73×318.50

2×84×1.00＋0.8×3.73

ｔｒｒ＝6.95 mm 

    ここで， 

     Ｐ ：最高使用圧力   3.73 (MPa) 

 最高使用温度 250 (℃) 

     Ｄｏｒ：主管の外径 318.50 (mm) 

     Ｓｒ ：主管の材料の許容引張応力 84 (MPa) 

主管材料 SCS16A 

     η ：長手継手の効率   1.00 

  b. 補強に必要な面積Ａｒ

Ａｒ＝1.07・ｄ・ｔｒｒ∙(2－sinα) 

      ＝1.07× ×6.95×(2－ ) 

      ＝75.11 mm2

    ここで， 

     ｄ ：断面に現われる穴の径   (mm) 

  

     α ：主管と穴の中心線との交角   (゜) 
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  c. 補強に有効な面積Ａ０

Ａ０＝(η・ｔｒ－Ｆ・ｔｒｒ)・(2・ＬＡ－ｄ) 

Ａ０＝(1.00× -1.0×6.95)×(2× ) 

Ａ０＝363.7 mm2

    ここで， 

     ｔｒｏ：主管の公称厚さ  17.40 (mm) 

     Ｑｒ ：主管の厚さの負の許容差    (mm) 

     ｔｒ ：主管の最小厚さ   (mm) 

  ｔｒ＝ｔｒｏ－Ｑｒ

     Ｆ ＝告示第５０１号第 60条第 2 項第１号ロより求めた値 1.0 

     ＬＡ ＝補強に有効な範囲（次の 2つの式より計算したいずれか大きい方の値） 

         ＬＡ＝ｄ＝  mm 

         ＬＡ＝ｄ／2＋ｔｒ＋ｔｂ＝  mm 

            

    よって， ＬＡ＝  mm とする。 

  d. 評価 

    Ａ０＞Ａｒ，よって穴の補強は十分である。 

(2) 告示第５０１号第 60 条第 2項第 4号により，大穴の補強の要否の検討を行う。 

  a. 大穴の補強を要しない限界径  

  b. 評価 

    ｄ≦ｄｆｒＤ，よって大穴の補強計算は必要ない。 

    以上より十分である。 

mm

2

318.50－2

2

－2・ｔＤ
ｄ

ｒｏｒ
ｆｒＤ
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6.  伸縮継手の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3416　準用

最高使用圧力 最高使用温度 縦弾性係数 全伸縮量 算 継手部応力

ＮＯ. Ｐ 材          料 Ｅ ｔ δ ｂ ｈ ｎ ｃ σ Ｎ Ｎｒ Ｕ

(MPa) （℃） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm） 式 （MPa） ×10
３

×10
３

E1 2.00    171     SUS304 184000      40.00            A 905      6.3 0.56 0.0886 

E2 2.00    171     SUS304 184000      44.00            A 1065      3.6 0.56 0.1566 

E3 2.00    171     SUS304 184000      45.00            A 1069      3.5 0.56 0.1587 

E4 2.00    171     SUS304 184000      48.00            A 1506      1.1 0.56 0.5266 

E5 2.00    171     SUS304 184000      35.00            A 948      5.4 0.56 0.1042 

E6 2.00    171     SUS304 184000      44.00            A 1005      4.4 0.56 0.1279 

E7 2.00    171     SUS304 184000      40.00            A 948      5.4 0.56 0.1042 

評価：Ｕ≦1，よって十分である。1
6

　注：E1，E2，E3，E4，E5，E6，E7の外径は，



Ⅴ-3-3-3-1-1-3-2　管の応力計算書
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まえがき

　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。

　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最

　　大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全２６モデルのうち，最

　　大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を5.に記

　　載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　MS-PD-2

質量 対応する評価点

     1N～1001,3001～5

   1001～3001

      5～603,608～611,613～6151,6171～6182,6211～623

    603～608,611～613,6151～6171,6182～6211
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　MS-PD-2

質量 対応する評価点

    102,202,302,402,502

    107,207,307,407,507
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　MS-PD-3

質量 対応する評価点

    102,202,302,402,502

    107,207,307,407,507
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　MS-PD-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

102～103   103～104   

104～105   105～106   

103～107   202～203   

203～204   204～205   

205～206   203～207   

302～303   303～304   

304～305   305～306   

303～307   402～403   

403～404   404～405   

405～406   403～407   

502～503   503～504   

504～505   505～506   

503～507   623～624   

624～625   625～626    

624～627   
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　MS-PD-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

102～103   103～104   

104～105   105～106   

103～107   202～203   

203～204   204～205   

205～206   203～207   

302～303   303～304   

304～305   305～306   

303～307   402～403   

403～404   404～405   

405～406   403～407   

502～503   503～504   

504～505   505～506   

503～507   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　MS-PD-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  103,203,303,403,503   105,205,305,405,505

  106,206,306,406,506   625

  626
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　MS-PD-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  103,203,303,403,503   105,205,305,405,505

  106,206,306,406,506
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 1071 **   

               

     110   

 **  110 **   

                

     111     

 **  116 **   

                

     123   

     126     

    1261   

 ** 1262 **   

              

    134N             

 ** 2071 **   

                

     210   

 **  211 **   

                

     212     

     214   

     221     

 **  222 **   

                

 **  225 **   

                

    236N             

    3070   

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 3071 **   

                

     310     

 **  311 **   

                

     314   

 **  314 **   

                

     315     

 ** 3231 **   

                

 ** 3231 **   

               

    330N             

    4071   

 **  408 **   

                

     411   

     412     

 ** 4121 **   

                

     416   

 **  416 **   

                

 ** 4211 **   

                

     423     

 **  427 **   

              

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 4291 **   

                

    434N             

    5071   

 ** 5091 **   

                

     510     

 ** 5151 **   

               

 **  516 **   

                 

 **  516 **   

                

    526N             

 **  607 **   

                

     612   

     612   

     618   

     621   

 **  621 **   

               

 **  625 **   

                 

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PD-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 1070 **   

               

 ** 1071 **   

                

 **  110 **   

                 

     111     

 ** 1141 **   

               

 **  115 **   

               

     122   

     125     

    1251   

    129N             

 ** 2071 **   

              

    2091   

     210     

 **  211 **   

                 

 **  213 **   

                

 ** 2181 **   

                

     220   

     221     

 **  221 **   

               

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PD-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 2231 **   

                 

    233N             

 **  308 **   

                 

     311     

 **  312 **   

               

 **  314 **   

                 

    3161   

    3191   

    326N             

 ** 4071 **   

               

 **  408 **   

               

 **  411 **   

                 

    4111   

     412     

 **  413 **   

                 

 **  419 **   

                

 **  420 **   

               

     421     

    432N             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PD-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 5071 **   

                

     508     

 ** 5101 **   

               

    5102   

 **  511 **   

                

    5122   

 ** 5123 **   

                 

    5181   

    524N             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MS-PW-6

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N             

 **    4 **   

               

       7   

 **    7 **   

                

 **   18 **   

                

 **   18 **   

                 

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SFVC2B 306 125 186 ― ―

STS410 250 ― ― ― 103

SUS316TP 250 ― ― ― 125

STS410 306 122 181 ― ―

材料
許容応力(MPa)
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   　 材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SFVC2B 306 122 ― ― ―

SUS316TP 250 ― ― ― 125

STS410 306 122 ― ― ―

材料
許容応力(MPa)
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5
2
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(
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)
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づ

き
計
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た
一

次
応
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示
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P
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2
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次
応
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代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及

び
全

モ
デ

ル
の

評
価

結
果

（
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
で

あ
っ

て
ク

ラ
ス

２
以

下
の

管
）

計
算

応
力

許
容

応
力

計
算

応
力

許
容

応
力

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

1
7

M
S
-
P
W
-
1
3

2
2

3
1

1
8
7

6
.
0
3

―
2
2

1
3
0

2
2
5

1
.
7
3

―

1
8

M
S
-
P
W
-
1
4

2
1

3
1

1
8
7

6
.
0
3

―
2
5

9
6

2
2
5

2
.
3
4

―

1
9

M
S
-
P
W
-
1
5

2
4

2
8

1
8
7

6
.
6
7

―
2
4

9
5

2
2
5

2
.
3
6

―

2
0

M
S
-
P
W
-
1
6

2
1

3
1

1
8
7

6
.
0
3

―
2
5

1
0
2

2
2
5

2
.
2
0

―

2
1

M
S
-
P
W
-
1
7

7
3
1

1
8
7

6
.
0
3

―
1
8

1
0
0

2
2
5

2
.
2
5

―

2
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M
S
-
P
W
-
1
8

2
1

3
2

1
8
7

5
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8
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―
Q
0
1

9
2

2
2
5

2
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4
4

―

2
3

M
S
-
P
W
-
1
9

1
9

2
8

1
8
7

6
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6
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―
2
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1
0
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2
2
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2
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2
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-
P
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-
2
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6
2
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3
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2
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1
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7
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2
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M
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P
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2
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8
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6
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0
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2
2
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1
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―

2
6

M
S
-
P
W
-
2
2

2
1

3
1

1
8
7

6
.
0
3

―
2
1

8
5

2
2
5

2
.
6
4

―

注
記

＊
1
：

設
計

・
建

設
規

格
　

P
P
C
-
3
5
2
0
(
1
)
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

示
す

。

　
　

＊
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設
計

・
建

設
規

格
　

P
P
C
-
3
5
2
0
(
2
)
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

示
す

。
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事
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等
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デ
ル
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結
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び
全

モ
デ

ル
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評
価

結
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事
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等

ク
ラ

ス
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あ
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て
ク
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算

応
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1
M
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-
P
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1
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0
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1
7
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P
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P
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―
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Ⅴ-3-3-3-1-2 復水給水系の強度計算書 
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Ⅴ-3-3-3-1-2-1 管の強度計算書 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-3-3-3-1-2-1-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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K7 ① Ⅴ-3-3-3-1-2-1-1 R1

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

その他1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55告示 既工認 ― SA-2

その他2 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55告示 既工認 ― SA-2

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



 

 

1. 概要 

  本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基

準対象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成 4 年 3 月 27 日付

け 3 資庁第 13034 号にて認可された工事計画のⅣ-3-1-6-7-1「管の基本板厚計算書」による。 
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Ⅴ-3-3-3-1-2-1-2　管の応力計算書
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まえがき

　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。

　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・
評
価

条
件
整

理
表

圧
力

(
M
P
a
)

温
度

(
℃

)
圧

力
(
M
P
a
)

温
度

(
℃

)

F
D
W
-
P
D
-
1

既
設

有
無

D
B
-
1

D
B
-
1

S
A
-
2

有
8
.
6
2

3
0
2

9
.
2
2

3
0
6

―
S
5
5
告
示

設
計

・
建

設
規
格

又
は

告
示

―
S
A
-
2

F
D
W
-
P
D
-
2

既
設

有
無

D
B
-
1

D
B
-
1

S
A
-
2

有
8
.
6
2

3
0
2

9
.
2
2

3
0
6

―
S
5
5
告
示

設
計

・
建

設
規
格

又
は

告
示

―
S
A
-
2

F
D
W
-
T
-
1

既
設

有
無

D
B
-
2

D
B
-
2

S
A
-
2

無
8
.
6
2

3
0
2

8
.
6
2

3
0
2

有
S
5
5
告
示

既
工

認
―

S
A
-
2

F
D
W
-
T
-
1

既
設

有
無

D
B
-
2
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最

　　大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全３モデルのうち，最大

　　応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を5.に記載

　　する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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復
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略
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１
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子
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0
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N
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E

N
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P
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-
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F
0
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1
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D
W
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P
D
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＊
1
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残
留
熱
除

去
系
，

高
圧

代
替
注

水
系

，
低

圧
代
替

注
水

系
及
び

　
　
　

　
 
代

替
循

環
冷

却
系
　

解
析

モ
デ
ル

上
本

系
統

に
含
め

る
。

　
　
＊
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原

子
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隔
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時
冷
却
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解
析
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デ
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上
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＊
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＊
1

＊
2

X
-
1
2
A

X
-
1
2
B

復
水

給
水
系
概

略

系
統
図
（
そ

の
２
）

よ
り

復
水

給
水
系
概

略

系
統
図
（
そ

の
２
）

よ
り

3

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



復
水
給
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
２
）

原
子

炉
格
納

容
器

原
子
炉

建
屋

F
0
5
2
A

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

原
子
炉
隔

離
時

冷
却
系
よ

り

タ
ー
ビ

ン
建
屋

原
子
炉

建
屋

第
１

給
水

加
熱

器
（
Ａ
）

F
D
W
-
T
-
1

第
１

給
水

加
熱

器
（
Ｂ
）

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
0
5
1

A
O

B

F
0
0
5

M
O

A

F
0
5
1

A
O

A

X
-
1
2
A

X
-
1
2
B

F
0
5
2
B

＊
1

FDW-T-1
残
留
熱

除
去
系
よ
り

ク
ラ

ス
１

管
範

囲
ク

ラ
ス

２
管

範
囲

F
D
W
-
T
-
1

ク
ラ

ス
１

管
範

囲
ク
ラ
ス

２
管
範
囲

F
D
W
-
P
D
-
1

F
D
W
-
P
D
-
2

FD
W
-
T
-
1

 
＊
4
：

高
圧
代
替
注

水
系
　
解

析
モ

デ
ル

上
本
系

統
に

含
め

る
。

 
＊
5
：

低
圧
代
替
注

水
系
及
び

代
替

循
環

冷
却
系

　
解

析
モ

デ
ル

上
 
　
　
 
本
系
統
に
含

め
る
。

 
＊
6

原
子
炉

隔
離

時
冷

却
系
　

解
析

モ
デ

ル
上

本
系
統

に
含

め
る
。

注
記

＊
1
：

残
留
熱

除
去

系
，
高
圧
代

替
注

水
系

，
低
圧

代
替

注
水
系
及

び

 
　

　
　
　
代

替
循
環

冷
却

系
　
解
析
モ

デ
ル

上
本

系
統
に
含

め
る
。

　
　

＊
2
：
残

留
熱
除

去
系

，
低
圧
代
替

注
水

系
及

び
代
替
循

環
冷
却
系

 
 
 
 
 
 
 
 
 
解

析
モ
デ

ル
上

本
系
統
に
含

め
る

。
 
 
 
 
＊

3
：
残

留
熱
除

去
系

　
解
析
モ
デ

ル
上

本
系

統
に
含
め

る
。

低
圧
代

替

注
水

系
よ
り

高圧代替

注水系より

＊
2

＊
3

＊
2

＊5
＊

6

＊
1

＊4

復
水

給
水
系

概
略

系
統

図
（

そ
の

１
）
へ

復
水

給
水

系
概

略

系
統

図
（
そ

の
１

）
へ

本
範
囲
の
強
度

計
算
は
，
平
成

4
年
3
月
2
7
日
付
け

3
資
庁
第
1
3
0
3
4
号
に
て

認
可

さ
れ
た
工
事

計
画
の

Ⅳ
-
3
-
1
-
6
-
7
-
2
「
管
の

応
力

計
算
書
」
に

よ
る
。

4

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　FDW-PD-2

質量 対応する評価点

    4～6,7～8,1201～1301,1501～1801,2001～2301

 2501～30

    8～1201,1301～1501,1801～2001,2301～2501

   17～33,3601～3701,4001～4101,4301～44N,22～47

 5001～5101,5301～54N,27～57,6001～6101,6401～6501

 6701～68N

   33～3601,3701～4001,4101～4301,47～5001,5101～5301

   57～6001,6101～6401,6501～6701
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　FDW-T-1

質量 対応する評価点

  109～110,164～165

  109～181K,2811～2831

 181K～183K

 183K～185

  185～186,187～189,290～297A

  194～198A

 2841～164

  268～2691,2721～277,2771～2791

  268～2811,2831～2841

 2691～271,272～2721,277～2771

 2791～280A

  195～287,288～290

  182～350K,351K～355K,356K～358K,362K～364K

 350K～351K,355K～356K,358K～359K,361S～362K,364K～365A

 359K～361S
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　FDW-PD-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

3～4 6～7
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　FDW-T-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

110～111  165～166  

186～187   189～190   

190～191   191～1911   

1911～192   190～193   

271～272   287～288   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　FDW-PD-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    3～4     6～7
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　FDW-T-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  110～111,165～166   186～187

  189,193   190

  191   192

  271～272   287～288
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　FDW-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

       5     

 **   12 **   

                

 **   19 **   

                 

 **   19 **   

                

      20     

 **   24 **   

                 

 **   25 **   

                

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　FDW-T-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     188   

    1911   

    198A             

    2041   

     270     

     275     

    280A             

     293     

    297A             

     356     

    365A             

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SFVC2B 306 125 186 ― ―

STS480 306 138 208 ― ―

STS410 306 122 181 ― ―

STPA23 302 ― ― ― 101

SFVAF11A 302 ― ― ― 120

STS410 302 ― ― ― 103

STPT410 182 ― ― ― 103

STPT410 302 ― ― ― 103

SFVC2B 182 ― ― ― 120

SFVC2B 302 ― ― ― 120

材料
許容応力(MPa)
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   　 材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SFVC2B 306 122 ― ― ―

STS480 306 138 ― ― ―

STS410 306 122 ― ― ―

STPA23 302 ― ― ― 103

SFVAF11A 302 ― ― ― 119

STS410 302 ― ― ― 103

STPT410 182 ― ― ― 103

STPT410 302 ― ― ― 103

SFVC2B 182 ― ― ― 120

SFVC2B 302 ― ― ― 120

材料
許容応力(MPa)

24

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4
.
　

計
算

結
果

　
　

下
表

に
示

す
と

お
り
最

大
応

力
は

す
べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

　
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２
管

で
あ

っ
て

ク
ラ
ス

１
管

　
設

計
・

建
設

規
格

　
P
P
B
-
3
5
6
2
の

規
定

に
基

づ
く

評
価

計
算

応
力

許
容

応
力

Ｓ
ｐ
ｒ
ｍ

M
i
n
(
3
・

Ｓ
ｍ
,
 
2
・

Ｓ
ｙ
)

F
D
W
-
P
D
-
2

 
 
2
2

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ

 
 
7
1

3
7
2

一
次
応
力

評
価

(
M
P
a
)

鳥
瞰

図
最

大
応
力

評
価

点
最

大
応

力
区

分

25

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　
　

計
算

結
果

　
　

下
表

に
示

す
と

お
り

最
大

応
力

は
す

べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

　
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
で

あ
っ

て
ク

ラ
ス

１
管

　
告

示
第

５
０

１
号

第
4
6
条

第
3
号

の
規

定
に

基
づ

く
評

価

計
算

応
力

許
容

応
力

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ

3
・

Ｓ
ｍ

F
D
W
-
P
D
-
2

 
 
2
2

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ

 
 
7
0

3
6
6

一
次

応
力

評
価

(
M
P
a
)

鳥
瞰

図
最

大
応

力
評

価
点

最
大

応
力

区
分

26

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
　

計
算

結
果

　
　

下
表

に
示

す
と

お
り
最

大
応

力
は

す
べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

　
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２
管

で
あ

っ
て

ク
ラ
ス

２
以

下
の

管

　
設

計
・

建
設

規
格

　
P
P
C
-
3
5
2
0
の

規
定

に
基

づ
く

評
価

計
算

応
力

許
容

応
力

Ｓ
ｐ
ｒ
ｍ
*
1

1
.
5
・
Ｓ

ｈ

Ｓ
ｐ
ｒ
ｍ
*
2

1
.
8
・
Ｓ

ｈ

F
D
W
-
T
-
1

 
1
0
9

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ
*
1

 
 
 
8
2

 
 
1
5
1

F
D
W
-
T
-
1

 
1
0
9

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ
*
2

 
 
 
8
8

 
 
1
8
1

注
記

＊
1
：
設

計
・

建
設

規
格

　
P
P
C
-
3
5
2
0
(
1
)
に
基

づ
き

計
算

し
た

一
次
応

力
を
示
す

。

　
　

＊
2
：
設

計
・

建
設

規
格

　
P
P
C
-
3
5
2
0
(
2
)
に
基

づ
き

計
算

し
た

一
次
応

力
を
示
す

。

一
次

応
力
評

価
(
M
P
a
)

鳥
瞰

図
最

大
応

力
評

価
点

最
大

応
力

区
分

27

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
　

計
算

結
果

　
　

下
表

に
示

す
と

お
り

最
大

応
力

は
す

べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

　
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
で

あ
っ

て
ク

ラ
ス

２
以

下
の

管

　
告

示
第

５
０

１
号

第
5
6
条

第
1
号

の
規

定
に

基
づ

く
評

価

計
算

応
力

許
容

応
力

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ
*
1

Ｓ
ｈ

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ
*
2

1
.
2
・
Ｓ

ｈ

F
D
W
-
T
-
1

 
1
0
9

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ
*
1

 
 
 
4
5

 
 
1
0
3

F
D
W
-
T
-
1

 
1
0
9

Ｓ
ｐ

ｒ
ｍ
*
2

 
 
 
4
5

 
 
1
2
3

注
記

＊
1
：

告
示

第
５

０
１

号
第

5
6
条

第
1
号

イ
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

示
す

。

　
　

　
　

 
な

お
，

保
守

的
な

評
価

と
な

る
告

示
第

５
０

１
号

第
5
6
条

第
1
号

ロ
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

　
　

　
　

 
記

載
し

て
も

よ
い

も
の

と
す

る
。

　
　

＊
2
：

告
示

第
５

０
１

号
第

5
6
条

第
1
号

ロ
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

示
す

。

一
次

応
力

評
価

(
M
P
a
)

鳥
瞰

図
最

大
応

力
評

価
点

最
大

応
力

区
分

28

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



5
.
　

代
表

モ
デ

ル
の

選
定
結

果
及

び
全

モ
デ
ル

の
評

価
結

果

 
 
 
 
代

表
モ

デ
ル

は
各

モ
デ

ル
の

最
大

応
力
点

の
応

力
と

裕
度

を
算

出
し
，

応
力
分
類

毎
に

裕
度

最
小

の
モ

デ
ル

を
選

定
し

て
鳥

瞰
図

，
計

算
条

件
及
び

　
評

価
結

果
を

記
載

し
て
い

る
。

下
表

に
，
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及
び

全
モ
デ
ル

の
評

価
結

果
を

示
す

。

　
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結
果

及
び

全
モ

デ
ル
の

評
価

結
果

（
重

大
事

故
等
ク

ラ
ス
２
管

で
あ

っ
て

ク
ラ

ス
１

管
）

計
算

応
力

許
容

応
力

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

1
F
D
W
-
P
D
-
1

2
2

6
9

3
7
2

5
.
3
9

―

2
F
D
W
-
P
D
-
2

2
2

7
1

3
7
2

5
.
2
3

○

注
記

＊
：

設
計

・
建

設
規
格

　
P
P
B
-
3
5
6
2
に
基

づ
き

計
算

し
た

一
次

応
力
を

示
す
。

N
o
.

配
管

モ
デ

ル

重
大
事

故
等

時
*

一
次

応
力

評
価

点
裕
度

代
表

29

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及

び
全

モ
デ

ル
の

評
価

結
果

（
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
で

あ
っ

て
ク

ラ
ス

１
管

）

計
算

応
力

許
容

応
力

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

1
F
D
W
-
P
D
-
1

2
2

6
9

3
6
6

5
.
3
0

―

2
F
D
W
-
P
D
-
2

2
2

7
0

3
6
6

5
.
2
2

○

注
記

＊
：

告
示

第
５

０
１

号
第

4
6
条

第
3
号

に
基

づ
き

計
算

し
た

一
次

応
力

を
示

す
。

N
o
.

配
管

モ
デ

ル

許
容

応
力

状
態

Ⅴ
*

一
次

応
力

評
価

点
裕

度
代

表

30

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結
果

及
び

全
モ

デ
ル
の

評
価

結
果

（
重

大
事

故
等
ク

ラ
ス
２
管

で
あ

っ
て

ク
ラ

ス
２

以
下

の
管

）

計
算

応
力

許
容

応
力

計
算

応
力

許
容
応
力

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

1
F
D
W
-
T
-
1

1
0
9

8
2

1
5
1

1
.
8
4

○
1
0
9

8
8

1
8
1

2
.
0
5

○

注
記

＊
1
：
設

計
・

建
設

規
格

　
P
P
C
-
3
5
2
0
(
1
)
に
基

づ
き

計
算

し
た

一
次
応

力
を
示
す

。

　
　

＊
2
：
設

計
・

建
設

規
格

　
P
P
C
-
3
5
2
0
(
2
)
に
基

づ
き

計
算

し
た

一
次
応

力
を
示
す

。

裕
度

代
表

N
o
.

配
管

モ
デ

ル

重
大

事
故

等
時

*
1

重
大

事
故

等
時

*
2

一
次

応
力

一
次
応

力

評
価

点
裕
度

代
表

評
価
点

31

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及

び
全

モ
デ

ル
の

評
価

結
果

（
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
で

あ
っ

て
ク

ラ
ス

２
以

下
の

管
）

計
算

応
力

許
容

応
力

計
算

応
力

許
容

応
力

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

(
M
P
a
)

1
F
D
W
-
T
-
1

1
0
9

4
5

1
0
3

2
.
2
8

○
1
0
9

4
5

1
2
3

2
.
7
3

○

注
記

＊
1
：

告
示

第
５

０
１

号
第

5
6
条

第
1
号

イ
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

示
す

。

　
　

＊
2
：

告
示

第
５

０
１

号
第

5
6
条

第
1
号

ロ
に

基
づ

き
計

算
し

た
一

次
応

力
を

示
す

。

裕
度

評
価

点
代

表
裕

度

N
o
.

配
管

モ
デ

ル

許
容

応
力

状
態

Ⅴ
*
1

許
容

応
力

状
態
Ⅴ

*
2

一
次

応
力

一
次

応
力

評
価

点
代

表

32

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
1
-
2
-
1
-
2
 
R
1
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

K7
 ①

 Ⅴ
-3
-3

-3
-2
 R
1 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-3-3-3-2 残留熱除去設備の強度計算書 
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Ⅴ-3-3-3-2-1 残留熱除去系の強度計算書 

 







































 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-3-3-3-2-1-2  残留熱除去系ポンプの強度計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-10「重大事故等 

クラス２ポンプの強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」 

に定義したものを使用する。 
 

・評価条件整理表 

 

 

機器名 
既設 
or 
新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 
クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

残留熱除去系ポンプ 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 3.43 182 3.43 182 無 S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1. 計算条件 

1.1 ポンプ形式 

ターボポンプであって，ケーシングが軸垂直割りで軸対称であるものに相当する。 

 

1.2 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1－1 概要図 
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1.3 設計条件 

設計条件 吐出側 吸込側 

最高使用圧力(MPa) 3.43 1.37 

最高使用温度(℃) 182 182 

 

 

2. 強度計算 

2.1 ケーシングの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3320 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ａ１ 

(mm) 

Ａ２ 

(mm) 

①  1.37    

②  1.37    

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

 注記＊：

    

10.0 38.0  

8.4   

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 

K7
 ①

 Ⅴ
-3
-3
-
3-
2-
1-
2 

R1
 



 3 

2.2 ケーシングの吸込み及び吐出口部分の厚さ 

設計・建設規格 PMC-3330                                 （単位：mm） 

計算部位 ｒi ｒｍ  ｔ ｔo ｔ 

③ 219.1 224.1 23.7 10.0 

④ 145.0 150.0 19.4 10.0 

評価：ｔ≧ｔ，よって十分である。 

 

2.3 ケーシングカバーの厚さ 

告示第５０１号第77条第5項第1号 

計算部位 材料 
Ｐ Ｓ 平板形 

(MPa) (MPa) ｄ(mm) Ｋ 

⑤ 1.37 

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

138.8 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.4 ボルトの平均引張応力 

設計・建設規格 PMC-3510 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓｂ 

(MPa) 

ｄｂ 

(mm) 
ｎ 

Ａｂ 

(mm2) 

⑥ 
 

1.37 
 

 

 

ガスケット材料 
ガスケット厚さ 

(mm) 

ガスケット 

座 面 形 状 

Ｇｓ 

(mm) 

Ｇ 

(mm) 

Ｄｇ 

(mm) 

セ ル フ シ ー ル 

ガスケット（ゴム） 
― ― ― ― 

 

Ｈ 

(N) 

Ｈｐ 

(N) 

Ｗｍ１ 

(N) 

Ｗｍ２ 

(N) 

Ｗ 

(N) 

σ 

(MPa) 

―  0 51 

評価：σ≦Ｓｂ，よって十分である。 
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2.5 耐圧部分等のうち管台に係るものの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3610 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｄｏ 

(mm) 

⑦  1.37   

⑧  3.43   

 

継手の種類 放射線透過試験の有無 η 

継 手 無 し ― 1.00 

継 手 無 し ― 1.00 

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

0.2   

0.4   

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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Ⅴ-3-3-3-2-1-3 残留熱除去系ストレーナの強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表 

注記＊1：残留熱除去系ストレーナは，その機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため，最高使用圧力を設定しないが，ここでは，原子炉格納容器（内圧）の最高使用圧力を［ ］内に示す。 

  ＊2：サプレッションチェンバの最高使用温度を示す。 

  ＊3：「沸騰水型原子力発電設備における非常用炉心冷却設備及び格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価及び構造強度評価について」（平成 17・10・13 原院第 4 号（平成 17 年 10 月     

25日））に従い，大型化改造工事時に大型化改造工認を提出。 

 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップの 

有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

残留熱除去系 

ストレーナ 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 

―  

[0.310]＊1 

104＊2 

―  

[0.620]＊1 

166 ― 設計・建設規格＊3 設計・建設規格 ― SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，重大事故等クラス２機器として兼用される残留熱除去系ストレーナについて，  

Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」

に基づき，材料及び構造について評価を実施する。当該設備の評価は，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第六号）（以

下「技術基準規則」という。）第 55条（材料及び構造）に規定されており，「実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25年 6月 19 日 原規技発第 1306194号）

（以下「技術基準規則の解釈」という。）に従い，設計基準対象施設の規定を準用する。 

また，技術基準規則の解釈第 17 条 4 において「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備

に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27

日原子力安全・保安院制定））に適合することと規定されている。 

本計算書は，残留熱除去系ストレーナがこれらの要求事項に対して十分な強度を有することを

確認するための強度評価について示すものである。 

以下，重大事故等クラス２管としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。 

 



 

 

K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-3 R1 

2 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナはサプレッ

ションプール内に水没

された状態で設置され

ており，コネクタ又は原

子炉格納容器貫通部に

取り付けられたティー

にフランジ及び取付ボ

ルトにより据え付けら

れる。 

外径  mm，長さ

 mmの円錐支持デ

ィスクで構成される鋼

製構造物である。 

 

 

原子炉格納容器 

貫通部(X-202,203) 

ティー 

ストレーナ取付部ボルト 

原子炉格納容器 

貫通部(X-201) 

ティー 

ストレーナ 
ストレーナ 

原子炉格納容器底部 

（単位：mm） 

 

ストレーナ取付部 

ボルト 

フランジ  

フランジ 

ストレーナ取付部 

コネクタ 

原子炉格納容器底部 

原子炉格納容器シェル部 原子炉格納容器シェル部 

 

T.M.S.L.  mm T.M.S.L.  mm 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系ストレーナの応力評価は，「2.1 構造計画」にて示す残留熱除去系ストレーナ

の部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」に

示す解析モデルを用いて，設計荷重による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度

評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

残留熱除去系ストレーナの応力評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系ストレーナの応力評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析モデル設定 

設計荷重における応力 

 

残留熱除去系ストレーナの構造強度評価 

 



 

4 

K7
 
①
 Ⅴ

-3
-
3-
3-
2-

1-
3 
R1
 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

ａ ボルト穴中心円半径 mm 

ｂ フランジ内半径 mm 

Ｄｉ 各部位の直径（ｉ＝1，2，3…） mm 

ｄ 孔径，ボルトの直径 mm 

Ｆ 軸力 N 

ｆt ボルトの発生応力 MPa 

Ｌｉ 各部位の長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

 ディスク間ギャップ，ボルトのＺ軸からの距離 mm 

Ｍ モーメント N･mm 

ｎ ボルトの本数 ― 

Ｐ 孔の間隔（中心間） mm 

ｔ 板厚 mm 

Ｗ ストレーナ重心に作用する荷重 N 

Ｘ 軸直角方向（水平） ― 

Ｙ 軸方向 ― 

Ｚ 軸直角方向（鉛直） ― 

β 形状係数 ― 

σr 曲げ応力  MPa 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3 位表示とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。  

  ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は， 

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

残留熱除去系ストレーナの応力評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，主要

部品であるディスク，スペーサ，リブ，コンプレッションプレート，フィンガ，ストラップ，フ

ランジ及びストレーナ取付部ボルトについて実施する。 

残留熱除去系ストレーナの取付け状況，形状及び主要寸法を図 3－1及び図 3－2に示し，ディ

スクセット幅及びスペーサ内径を表 3－1に示す。 

なお，残留熱除去系ストレーナは，ストレーナ取付部ボルトにて，残留熱除去系ストレーナ部

ティーに直接接続されるもの（貫通部番号：X-202，X-203）及びコネクタを介してストレーナ部

ティーに接続されるもの（貫通部番号：X-201）があり，本計算書においては評価上厳しくなるコ

ネクタを介してストレーナ部ティーに接続されるもの（貫通部番号：X-201）を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 残留熱除去系ストレーナの取付け状況 

Ｙ（軸方向） 

Ｚ（軸直角方向） 

Ｂ 

Ｂ 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

貫通部番号：X-202，X-203 

Ｚ（軸直角方向） 

Ｙ（軸方向） 

貫通部番号：X-201 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

 

Ａ Ａ 

T.M.S.L.  mm 

Ｂ～Ｂ断面図 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｚ（軸直角方向） 

Ｘ（軸直角方向） 

Ｙ（軸方向） 

Ｘ（軸直角方向） 
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 Ｄ1＝  Ｄ2＝   Ｄ3＝  Ｄ4＝  Ｌ1＝ 

 Ｌ2＝  Ｌ3＝  Ｌ4＝  Ｌ5＝  Ｌ6＝  

 ＝  ｄ＝  Ｐ＝  

①ディスクセット１     ②中間ディスクセット（２～１７） 

 ③ディスクセット１８    ④スペーサ（１～１７） 

 ⑤リブ （厚さ   mm） ⑥コンプレッションプレート （厚さ  mm） 

 ⑦フィンガ （厚さ    mm） ⑧ディスクサポートリング （厚さ   mm） 

 ⑨ストラップ （厚さ   mm） ⑩ボトムスペーサ 

 ⑪フランジ，ストレーナ取付部ボルト 

 （①～④及び⑩は多孔プレート形状であり，多孔プレートの厚さは  mmである。） 

 

図 3－2 残留熱除去系ストレーナの形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

 

  
 

Ａ～Ａ矢視図 
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表 3－1 ディスクセット幅及びスペーサ内径 

（単位：mm） 

ディスクセット番号 ディスクセット幅 スペーサ内径 

   
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

注：各部品寸法はインチから換算した値であるため，桁処理の影響で合計値が公

称値と一致しない場合がある。 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

残留熱除去系ストレーナの質量には，ストレーナに付着する異物量を考慮し，荷重の算出に

おいて組み合わせるものとする。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

残留熱除去系ストレーナの荷重の組合せ及び供用状態を表 4－1 に，荷重の組合せ整理

表を表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

残留熱除去系ストレーナの許容応力を表 4－3に示す。なお，評価対象は，構造又は形状

の不連続性を有する部分であることから，発生する一次一般膜応力は十分小さいため，一

次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系ストレーナの許容応力評価条件を表 4－4に示す。 

なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

多孔プレート     

リブ      

コンプレッションプレート   

フィンガ     

ストラップ     

フランジ     

ストレーナ取付部ボルト   
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

残留熱除去設備 
残留熱除去系 

ストレーナ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

冷却系統 

施設 

非常用炉心冷却設備 

その他原子炉注水設備 

残留熱除去系 

ストレーナ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

格納容器スプレイ冷却系 

残留熱除去系 

ストレーナ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

サプレッションチェンバ

プール水冷却系 

残留熱除去系 

ストレーナ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

代替循環冷却系 

残留熱除去系 

ストレーナ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

  注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表 4－2 荷重の組合せ整理表（重大事故等対処設備） 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 

供用状態 
運転時 

中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ) ○ ○ ○      重大事故等時＊ 

SA-2 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○    ○  重大事故等時＊ 

SA-3 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○ 
 

○ 
  

○ 重大事故等時＊ 

SA-4 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○     ○   重大事故等時＊ 

  注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表 4－3 許容応力 

（重大事故等クラス２管） 

供用状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力含む） 

重大事故等時＊ Ｓ 
長期荷重 1.5・Ｓ 

短期荷重 1.8・Ｓ 

                    

（重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト） 

供用状態 許容限界 

重大事故等時＊ 2・Ｓ 

 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

多孔プレート  最高使用温度 166  ― ― ― 

リブ，フランジ等  最高使用温度 166  ― ― ― 

ストレーナ取付部ボルト  最高使用温度 166  ― ― ― 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 死荷重 

残留熱除去系ストレーナの自重による荷重及び残留熱除去系ストレーナに付着する異物の

自重による異物荷重の 2つの死荷重を考慮する。 

残留熱除去系ストレーナの自重＝  N 

異物荷重＝  N 

 

(2) 差圧 

差圧による荷重は，異物付着時の残留熱除去系ストレーナを通しての最大設計差圧より設

定し，以下のとおりとする。 

また，差圧による荷重の作用方向を図 4－1に示す。 

 差圧荷重Ｐdif＝  MPa 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 差圧荷重の作用方向 
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(3) 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失時荷重） 

逃がし安全弁作動時及び原子炉冷却材喪失時には，サプレッションチェンバ内の水中構造

物に様々な荷重が水力学的動荷重として作用する。これらの荷重については，原子力安全委

員会が策定した評価指針（ＢＷＲ，ＭＡＲＫ-Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価

指針（以下「ＭＡＲＫ-Ⅱ動荷重指針」という。））に準じて荷重の評価を実施する。 

ＭＡＲＫ-Ⅱ動荷重指針に基づき，残留熱除去系ストレーナに加わる水力学的動荷重を算

出した結果を表 4－5に示す。表 4－5に示した荷重は，考慮すべき水力学的動荷重が最大と

なる位置を選定して算出した値である。 

なお，プールスウェル荷重のうち，ベントクリアリングは作用範囲外であるため評価対象

としない。また，残留熱除去系ストレーナは，水平ベント管から遠方かつ下方に設置されて

いるため，プールスウェル及びフォールバック荷重は十分小さく評価対象としない。 

また，逃がし安全弁作動時荷重のうち，水ジェット及び蒸気凝縮過程による荷重は十分小

さいため評価対象としない。 

水力学的動荷重の作用方向を図 4－2 に示す。 

軸方向の荷重は，引用文献(1)の考え方に基づき，最前列のディスクと最後列のディスクで

軸方向荷重の 1/2ずつを受け持つとし，この荷重を最前列と最後列のディスクの投影面積で

除算し，軸方向の圧力荷重として作用させる。 

軸直角方向の荷重は，ストレーナの片面のみで荷重を受け持つとし，ストレーナの片面の

投影面積で軸直角方向荷重を除算し，軸直角方向の圧力荷重として作用させる。 

 

表4－5 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失時荷重） 

（単位：N） 

荷重名称 軸方向荷重 軸直角方向荷重 

ＬＯＣＡ後の荷重 

プールスウェル（気泡形成）＊1   

蒸気凝縮（ＣＯ）＊1   

チャギング（ＣＨ）＊2   

ＳＲＶ荷重（中小破断時）＊3   

注：方向は図 3－1参照。ただし，軸直角方向の荷重については，二乗和平方根としている。 

注記＊1：加速度ドラッグ荷重と定常ドラッグ荷重との代数和とする。 

  ＊2：圧力パルス荷重とそのリングアウト荷重の代数和とする。 

  ＊3：定常ドラッグ荷重と圧力荷重の二乗和平方根とする。 
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図 4－2 水力学的動荷重の作用方向 
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4.3 解析モデル及び諸元 

 残留熱除去系ストレーナの応答解析及び応力評価は，はりモデル及び三次元シェルモデルに

よる有限要素解析手法を適用する。なお，ストレーナ本体の応力計算に用いた三次元シェルモ

デル（以下「応力解析用モデル」という。）については，「4.4 計算方法」で説明する。本項に

おいては、ストレーナから原子炉格納容器貫通部までをモデル化したはりモデル（以下「応答

解析用モデル」という。）について説明する。解析モデルはⅤ-2-5-3-1-3「残留熱除去系ストレ

ーナの耐震性についての計算書」に示す応答解析用モデル及び応力解析用モデルと同じモデル

である。 

残留熱除去系ストレーナの応答解析用モデルを図 4－3に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を表 4－6に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，荷重を算出する。なお，ストレーナに

ついてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル

化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－3の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包水

及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。また，異物の質量も応答解析に

おいて考慮する。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

図 4－3 応答解析用モデル 
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表 4－6 機器諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 単位 入力値 

残留熱除去系ストレーナの材質 ―  

残留熱除去系ストレーナの質量 kg/個 

残留熱除去系ストレーナの 

内包水及び排除水の質量 
kg/個 

ストレーナ 1個あたりの異物の質量 kg/個  

温度 ℃ 104 

縦弾性係数 MPa 

ポアソン比 ― 

要素数 個 

節点数 個 
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4.4 計算方法 

4.4.1 応力評価点 

残留熱除去系ストレーナは，図 3－2に示すとおり，リブ及びフィンガが主強度部材とな

り各ディスクを支える構造になっている。各ディスクの表面は多孔プレートとなっており，

ろ過装置としての機能を果たしている。作用する荷重の大部分は，フィンガにより支えられ

た各ディスクの多孔プレート表面に加わり，負荷された荷重は最終的にはリブに伝達され

る。したがって，ここではストレーナの主要構成部材である多孔プレート，リブ，コンプレ

ッションプレート，フィンガ，ストラップ，フランジ及びストレーナ取付部ボルトの構造，

形状を考慮した応力評価点を選定し，評価を実施する。 

応力評価点を表 4－7及び図 4－4に示す。 
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表 4－7 応力評価点 

名称 応力評価点番号 応力評価点 

多孔 

プレート 

ディスク P1 全ディスクセットの多孔プレート 

スペーサ＊ P2 ディスクセット間の円筒形多孔プレート 

リブ P3 リブ 

コンプレッションプレート P4 コンプレッションプレート 

フィンガ P5 フィンガ 

ストラップ P6 ストラップ 

フランジ P7 フランジ 

ストレーナ取付部ボルト P8 ボルト 

注記＊：ボトムスペーサを含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 応力評価点 
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4.4.2 応力計算方法 

応力計算方法について，以下に示す。なお，フランジ及びボルトについては作用する荷重

についても本項目で記載する。 

 

(1) ストレーナ（応力評価点 P1～P6） 

ストレーナの応力計算は応力解析用モデルにより行う。ストレーナの応力解析用モデル

を図 4－5に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を表 4－8に示す。 

a. 応力解析用モデルではストレーナをシェル要素を用いた有限要素モデルとしてモデ

ル化して解析を行う。 

b. 計算モデルの各部材は溶接により接合されており，溶接部は健全性が確保されるよう

設計する。 

c. 多孔プレートの等価縦弾性係数，等価ポアソン比及び応力増倍率は，引用文献(2)の考

え方に基づき設定する。 

d. 各部の質量は，各シェル要素に密度を与える。 

e. 4.2.4 で設定した設計荷重により残留熱除去系ストレーナに生じる応力は，解析コー

ド「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用して計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 残留熱除去系ストレーナの計算モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 単位 入力値 

残留熱除去系ストレーナの材質 ―  

残留熱除去系ストレーナの質量 kg/個  

温度 ℃ 104 

多孔プレートの等価縦弾性係数 MPa  

多孔プレートの等価ポアソン比 ―  

多孔プレートの応力増倍率 ―  

要素数 個  

節点数 個  
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(2) フランジ（応力評価点 P7） 

以下に示す計算方法により応力評価を行う。 

ストレーナ取付部フランジは，一般的なフランジとは異なりガスケットを使用しない。

そこで，フランジを以下のようにモデル化する。 

フランジを外周（ボルト穴中心円直径）が固定された平板と考え，表 4－9に示すモーメ

ントが中心部に作用すると考える。この場合の発生応力は，引用文献(3)より，図 4－6に

示す計算モデルで下記の計算式より求める。 

2

fmax
r

a･ｔ

β・Ｍ
＝σ

 

ここに， 

σｒ ：曲げ応力(MPa) 

Ｍfmax：表 4－9に示すモーメント(N･mm)  

ａ ：ボルト穴中心円半径＝  (mm) 

ｂ ：フランジ内半径＝  (mm)  

ｔ ：フランジ板厚＝  (mm)  

β ：ｂ／ａ（＝  ）から決まる計算上の係数＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 4－6 フランジ断面の計算モデル  

 

ａ 

ｂ 

フランジ 

ｔ 

Ｍfmax 

ボルト穴 

フランジ面 
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ストレーナ取付部フランジの設計荷重は，ストレーナに作用する荷重から算出したフラ

ンジ部のモーメントを用いる。ここでのモーメントとは，図 4－7に示すように，ストレ

ーナ重心に作用する荷重とその作用点からフランジまでのモーメントアームから計算した

モーメントであり，フランジに対して面外方向の曲げモーメント（2方向ある面外方向曲

げモーメントの二乗和平方根の合成値）とする。なお，プールスウェル荷重，蒸気凝縮荷

重及びチャキング荷重については，応答解析より得られた，フランジに対する面外方向の

曲げモーメントを用いる。 

ストレーナ重心がフランジ中心軸上に位置することから，フランジ面内方向のモーメン

ト（ねじりモーメント）は発生しないため，ここでは評価対象としない。 

フランジの設計荷重を表 4－9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 4－7 フランジに作用するモーメント 

 

表 4－9 フランジの設計荷重 

                    （単位：N･mm） 

荷重 モーメント 

1 死荷重  

2 異物荷重  

3 差圧  

4 ＳＲＶ荷重  

5 プールスウェル（気泡形成）  

6 蒸気凝縮（ＣＯ）  

7 チャギング（ＣＨ）  

  

Ｗ 

Ｍfmax 

評価対象部位 
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 (3) ストレーナ取付部ボルト（応力評価点 P8） 

ボルトには，表 4－9に示すモーメントに加え，ストレーナの軸方向に発生する荷重によ

りボルトの軸方向荷重が発生する。 

フランジに作用するモーメントにより，ボルトに生じる軸力は，以下のように算出する。 

図 4－8に示すフランジの中心を通る中立軸（Ｚ軸）まわりのモーメントを考える。この

とき，Ｚ軸まわりのモーメントは，各ボルトに発生する軸力とボルトのＺ軸からの距離の

積から得られるモーメントとつりあっていると考えることができる。ここで，軸方向荷重

によって中立軸が移動するが，軸方向荷重のボルトへの影響が小さいため，軸方向荷重に

よる中立軸の移動は無視する。 

したがって，Ｚ軸まわりのモーメントと各ボルトの軸力の関係は下記となる。 


ｎ

ｋ＝1

ktkZ ・ＦＭ   

ここに， 

ＭZ ：Ｚ軸まわりのモーメント（N･mm） 

Ｆtk ：各ボルトに発生する軸力(N) 

k ：任意のボルトｋにおけるＺ軸からの距離(mm) 

ｎ ：ボルトの本数＝  

 

なお，ストレーナ重心がフランジ中心軸上に位置することから，フランジ面内方向のモ

ーメント（ねじりモーメント）は発生しないため，ここでは評価対象としない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8 各ボルトに発生する軸力とモーメントアームの関係 

 

 Ｙ 

Ｘ  

 

Ｆt 

Ｆtk 
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また，ボルト軸力のＺ軸まわりのモーメント寄与分は中立軸上ではゼロであり，図 4－8

に示すように，曲げモーメントを伝えるボルトの軸力は回転中心からの距離に比例して変

化するとして算定する。この場合，ボルトに発生する最大の軸力をＦtとすると，各ボルト

に発生する軸力Ｆtkは下記となる。 

5

k
tk tＦ ＝Ｆ ・

Ｄ／2
 

ここに， Ｆt   ：最大の軸力が発生するボルトの軸力(N) 

Ｆtk ：各ボルトに発生する軸力(N)  

Ｄ5 ：ボルト孔中心円直径＝  (mm) 

 

以上より，ｎが偶数の場合，Ｚ軸まわりのモーメントは下記となる。 
ｎ

2 5

k 15

tt
Z k

Ｆ ・Ｄ・ｎ2 ・Ｆ
Ｍ ＝ ・ ＝

Ｄ 4

  

ただし，
5

k
Ｄ 2 ・π

＝ ・sin{ ・(ｋ－1)}
2 ｎ

 

よって，表 4－9に示すモーメントから，ボルトの軸力は以下のように算出できる。 

5

fmax
t

4・Ｍ
Ｆ ＝

Ｄ・ｎ
 

したがって，ボルトに発生する応力は下記となる。 

・ｎＡ

Ｆ
＋

Ａ

Ｆ
＝ｆ

S

axl

S

t
t  

ここに， 

ｆt ：ボルトの発生応力(MPa) 

ＡS ：ボルトの有効断面積＝
4

π・ｄ 2
b

(mm2) 

ｄb ：ボルトのねじ部谷径＝  (mm) 

Ｆaxl ：表 4－10に示す軸方向荷重(N)  

 

ストレーナ取付部ボルトの設計荷重は，4.4.2項(2)に示すフランジに作用する最大モ

ーメントに加え，ストレーナの軸方向に発生する荷重によりボルトの軸方向荷重を考慮し

た引張力を合算して応力評価を行う。フランジとボルトは摩擦接合であるため，ボルトに

対するせん断力は作用しないものとする。 

ボルトの設計荷重を表 4－10に示す。 
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表 4－10 ボルトの設計荷重 

                                             （単位：N） 

荷重 軸方向荷重 

1 死荷重  

2 異物荷重 

3 差圧 

4 ＳＲＶ荷重 

5 プールスウェル（気泡形成） 

6 蒸気凝縮（ＣＯ） 

7 チャギング（ＣＨ）  

 

4.5 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び

「4.4 計算方法」に示す。 

 

4.6 応力の評価 

「4.4 計算方法」で求めた応力が表 4－3 及び表 4－4 を用いて算出される許容応力以下で

あること。 

 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足している。 

(1) 重大事故等時に対する評価 

重大事故等時に対する応力評価結果を表 5－1に示す。 

なお，各評価点における計算応力は表 4－2に示す荷重の組合せのうち，発生値が最も高い

評価を記載している。 
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表 5－1 重大事故等時に対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
荷重組合せ 

残留熱除去系 

ストレーナ 

P1 
全ディスクセットの 

多孔プレート 

一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
149 187 SA-3 

P2 
ディスクセット間の 

円筒形多孔プレート 

一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
91 187 SA-3 

P3 リブ 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
81 204 SA-3 

P4 コンプレッションプレート 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
31 204 SA-3 

P5 フィンガ 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
103 204 SA-3 

P6 ストラップ 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
44 204 SA-3 

P7 フランジ 曲げ応力 175 204 SA-3 

P8 ボルト 引張応力 46 187 SA-3 

 

先行プラントの補正工認と基本的に同じとし，格納容器の型式による違いがある箇所は大型化工

認の記載に修正した。 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

残留熱除去系 

ストレーナ 

（ティー） 
既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 

― 

[0.310]＊1 

104＊2 

― 

[0.620]＊1 

166 ― S55告示 

設計・建設規格 

又は告示 ― SA-2 

注記＊1：残留熱除去系ストレーナ（ティー）は，その機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため，最高使用圧力を設定しないが，ここでは，原子炉格納容器（内圧）の最高使用圧力を［ ］

内に示す。 

  ＊2：サプレッションチェンバの最高使用温度を示す。 
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1. 概要 

本計算書は，重大事故等クラス２機器として兼用される残留熱除去系ストレーナ部ティーにつ

いて，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本

方針」に基づき，材料及び構造について評価を実施する。当該設備の評価は，「実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第

六号）（以下「技術基準規則」という。）第 55条（材料及び構造）に規定されており，「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第

1306194号）（以下「技術基準規則の解釈」という。）に従い，設計基準対象施設の規定を準用す

る。 

また，技術基準規則の解釈第 17 条 4 において「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備

に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27

日原子力安全・保安院制定））に適合することと規定されている。 

本計算書は，残留熱除去系ストレーナ部ティーがこれらの要求事項に対して十分な強度を有

することを確認するための強度評価について示すものである。 

以下，重大事故等クラス２管としての応力評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナ部ティーは，

サプレッションプール内

に水没された状態で設置

されており，原子炉格納

容器貫通部に取り付けら

れている。 

ティー形の管継手  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系ストレーナ部ティー（貫通部：X-201） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系ストレーナ部ティー（貫通部：X-202,203） 

 

ティー 

原子炉格納容器貫通部（X-201） 

 

（単位：mm） 

 

 

 

 

 

ティー 

原子炉格納容器貫通部（X-202,203） 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの応力評価は，「2.1 構造計画」にて示すストレーナ部

ティーの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び

諸元」に示す解析モデルを用いて，設計荷重による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示

す。 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの応力評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系ストレーナ部ティーの応力評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析モデル設定 

設計荷重における応力 

 

ストレーナ部ティーの構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年通商産業省告示第５０１号）（以

下「告示第５０１号」という。） 

・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）  

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｓprm 発生応力 MPa 

Ｐ 最高使用圧力（設計圧力） MPa 

Ｄo 管の外径 mm 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｂ１＊1 設計・建設規格 表 PPB-3812.1-1で規定する応力係数（＝  ） ― 

Ｂ２ｂ＊1 設計・建設規格 式 PPB-4.29により計算した分岐管の応力係数 

3

2

ｒ

ｍ

Ｔ

Ｒ
0.4 








 （＝  ） 

― 

Ｒｍ＊1 主管の平均半径 mm 

Ｔｒ＊1 主管の厚さ mm 

Ｂ２ｒ＊1 設計・建設規格 式 PPB-4.30により計算した主管の応力係数 

3

2

ｒ

ｍ

Ｔ

Ｒ
0.5 








 （＝  ） 

― 

Ｍｂ＊1 表 4－9に示す分岐管に作用する最大モーメント N･mm 

Ｍｒ＊1 表 4－9に示す主管に作用する最大モーメント N･mm 

Ｚｂ＊1 分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ＊1 主管の断面係数 mm3 

Ｐm＊2 内面に受ける最高の圧力 MPa 

i1＊2 告示第５０１号第 57条に規定する応力係数又は 1.33のいずれか

大きい方の値 

2 3

0.9

h
（＝  ） 

― 

h＊2 i1算出に必要な値 

t
4.4

r
  

― 

r＊2 h算出に必要な値，管断面の平均半径 

Do t

2

  

mm 

Ma＊2 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じる

モーメント 

N･mm 

Mb＊2 管の機械的荷重（逃し弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的

荷重に限る）により生じるモーメント 

N･mm 

Z＊2 管の断面係数＝  
2

n
π r t  mm3 

tn＊2 管の厚さ mm 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 

注記＊1：設計・建設規格に規定の応力計算に用いる記号 

  ＊2：告示第５０１号に規定の応力計算に用いる記号 

＝ 

＝ 

＝ 

＝ 

＝ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

 精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

 表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3位表示とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

     ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と

する。また，告示第５０１号別表に記載された許容引張応力は，各温度の値を

SI単位に換算し，SI単位に換算した値の小数点以下第 1位を四捨五入して，整

数位までの値とする。その後，設計・建設規格と同様の換算と桁処理を行う。 
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3. 評価部位 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの応力評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基

づき，ストレーナ部ティーについて実施する。なお，残留熱除去系ストレーナ部ティーのフラン

ジの評価は，コネクタ側フランジより板厚を大きく設計しており（ティー側フランジ厚さ  mm，

コネクタ側フランジ厚さ  mm），ティー側フランジにかかる荷重はコネクタ側フランジと同じ

であるため，Ⅴ-3-3-3-2-1-5「残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの強度計算書」に示すコ

ネクタ側フランジの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの形状及び主要寸法を図 3－1，図 3－2及び表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 残留熱除去系ストレーナ部ティーの形状（貫通部番号：X-201） 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 残留熱除去系ストレーナ部ティーの形状（貫通部番号：X-202，203） 

 

表 3－1 残留熱除去系ストレーナ部ティーの主要寸法 

                                    （単位：mm） 

貫通部番号 外径 板厚 フランジ間距離 

X-201～203    

 

 

 

 

 

 

評価対象部位 

評価対象部位 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

ストレーナ部ティーは，ストレーナ部を含む一体モデルでの応答解析から得られたモーメン

トとストレーナ部から作用する荷重を用いて構造強度評価を行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

        荷重の組合せ及び供用状態を表 4－1に，荷重の組合せ整理表を表 4－2に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの許容応力を表 4－3及び表 4－4に示す。なお，評価

対象は，基本板厚計算書で膜応力を考慮した最小板厚の評価を実施していることから，一

次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

        残留熱除去系ストレーナ部ティーの許容応力評価条件を表 4－5及び表 4－6に示す。 

 なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

ティー  
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 機器等の区分 荷重の組合せ 
供用状態 

（許容応力状態） 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱 

除去設備 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

格納容器スプレイ冷却系 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

サプレッションチェンバ 

プール水冷却系 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

代替循環冷却系 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

  注記＊：重大事故等時として設計・建設規格に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用

い，告示第５０１号に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は許容応力状態ⅠＡ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は許容応力状態ⅣＡの許容限界を用い

る。 
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表 4－2 荷重の組合せ整理表（重大事故等対処設備） 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 

供用状態 

（許容応力状態） 運転時 
中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ) ○ ○ ○      重大事故等時＊ 

SA-2 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○    ○  重大事故等時＊ 

SA-3 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○  ○   ○ 重大事故等時＊ 

SA-4 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○     ○   重大事故等時＊ 

  注記＊：重大事故等時として設計・建設規格に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用

い，告示第５０１号に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は許容応力状態ⅠＡ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は許容応力状態ⅣＡの許容限界を用い

る。 
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表 4－3 設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力（重大事故等クラス２管（クラス２，３管）） 

状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

 重大事故等時＊ Ｓ 
長期荷重 1.5・Ｓ 

短期荷重 1.8・Ｓ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

表 4－4 告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力（重大事故等クラス２管（第３種管）） 

状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

 許容応力状態Ⅴ＊ Ｓ 
長期荷重 Ｓ 

短期荷重 1.2・Ｓ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は許容応力状態ⅠＡ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は許容応力状態ⅣＡの許容限界を用いる。 

 

表 4－5 使用材料の設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

ティー  最高使用温度 166  

 

表 4－6 使用材料の告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

ティー  最高使用温度 166  
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4.2.4 設計荷重 

ストレーナ部に作用する荷重（死荷重，水力学的動荷重等）はフランジを介してティ

ーに伝達され，最終的に貫通部に伝達される。このため，ティーの設計荷重としては，

ティー自身に作用する荷重に加え，先の伝達荷重を考慮する。 

(1) 死荷重 

ティーの死荷重を表 4－7に示す。 

 

 

表 4－7 死荷重 

（単位：N） 

部位 残留熱除去系 

ティー  

 

 

(2) 差圧 

ティーの設計圧力は  MPaを考慮する。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

    残留熱除去系ストレーナ部ティーの応答解析用モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以

下に示す。解析モデルはⅤ-2-5-3-1-3「残留熱除去系ストレーナの耐震性についての計算書」

に示す応答解析用モデルと同じモデルである。また，機器の諸元を表 4－8に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用い

た有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，荷重を算出する。なお，ストレーナ

についてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデ

ル化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付

根部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－1の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包

水及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。また，異物の質量も応答解析

において考慮する。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラ

ム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 
 

図 4－1 応答解析用モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 単位 入力値 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティーの材質 
― 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティーの質量 
kg 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの 

内包水及び排除水の質量 
kg 

ストレーナ 1個あたりの異物の質量 kg/個  

温度 ℃ 104 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

 

 

4.4 計算方法 

4.4.1 ティーの計算方法 

 ティーに発生する応力は，設計・建設規格 PPC-3520 及び告示第５０１号第 56 条に

従い算出する。なお，ティーの溶接継手は管の板厚の強度と同等以上となるように設計

しているため，ここでは管について評価を行う。 

設計・建設規格 PPC-3520に基づく応力算出は以下の式に従う。 

１ ｏ ２ｂ b ２ｒ r
prm

ｂ ｒ

Ｂ Ｐ Ｄ Ｂ Ｍ Ｂ Ｍ
Ｓ

２ ｔ Ｚ Ｚ

   
  


 

 

また，告示第５０１号第 56条に基づく応力算出は以下の式に従う。 

 1 a bm o
prm

0.75 i M MＰ Ｄ
S =

4 t Z
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4.5 計算条件 

4.5.1 応力解析に用いるモーメント 

応力解析に用いるモーメントは，図 4－2 に示す主管と分岐管に作用するモーメント

を用いる。主管のモーメントは「4.2.4 設計荷重」に示したようにストレーナからの伝

達荷重を考慮し，分岐管のモーメントは先の伝達荷重に加え，ティー自身に作用する荷

重から算出したモーメントを考慮する。 

算出したモーメントを表 4－9に示す。ここでのモーメントとは，設計・建設規格 解

説 PPC-3520 の考え方に基づいて設定した 3 方向のモーメントを二乗和平方根で合成し

たものである。 

 
 

図 4－2 ティーのモーメント算出点 

 

表 4－9 ティーの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 
モーメント 

主管 分岐管 

1 死荷重   

2 異物荷重   

3 差圧  

4 ＳＲＶ荷重  

5 プールスウェル（気泡形成）   

6 蒸気凝縮（ＣＯ）   

7 チャギング（ＣＨ）   

  

分岐管 

主管 モーメント算出点 
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4.6 応力の評価 

「4.5 計算条件」で求めた応力が表 4－3，表 4－4，表 4－5 及び表 4－6 を用いて算出さ

れる許容応力以下であること。 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ティーの重大事故等時の状態を考慮した場合の評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足していることを確認した。 

(1) 重大事故等時に対する評価 

重大事故等時に対する応力評価結果を表 5－1，表 5－2に示す。 

なお，各評価点における計算応力は表 4－2に示す荷重の組合せのうち，発生値が最も高

い評価を記載している。 

 

表 5－1 設計・建設規格に基づく重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 運転状態 応力分類 

重大事故等時 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
荷重組合せ 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
ティー Ⅴ(Ｓ) 一次応力 117 204 SA-3 

 

表 5－2 告示第５０１号に基づく重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 運転状態 応力分類 

 許容応力状態Ⅴ 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
荷重組合せ 

残留熱除去系 

ストレーナ部ティー 
ティー Ⅴ(Ｓ) 一次応力 41 136 SA-3 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップの 

有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

残留熱除去系 

ストレーナ 

（コネクタ） 

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 

―  

[0.310]＊1 

104＊2 

―  

[0.620]＊1 

166 ― 
設計・建設 

規格＊3 

設計・建設 

規格 
― SA-2 

注記＊1：残留熱除去系ストレーナ（コネクタ）は，その機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため，最高使用圧力を設定しないが，ここでは，原子炉格納容器（内圧）の最高使用圧力を［ ］

内に示す。 

  ＊2：サプレッションチェンバの最高使用温度を示す。 

  ＊3：「沸騰水型原子力発電設備における非常用炉心冷却設備及び格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価及び構造強度評価について」（平成 17・10・13原院第 4号（平成 17年 10月 

25日））に従い，大型化改造工事時に大型化改造工認を提出。



 

K7
 
①
 Ⅴ

-3
-
3-
3-
2-

1-
5 
R1
 

目  次 

 

1. 概要  ·········································································  1 

2. 一般事項  ·····································································  1 

2.1 構造計画  ···································································  1 

2.2 評価方針  ···································································  3 

2.3 適用規格・基準等  ···························································  4 

2.4 記号の説明  ·································································  5 

2.5 計算精度と数値の丸め方  ·····················································  6 

3. 評価部位  ·····································································  7 

4. 構造強度評価  ·································································  8 

4.1 構造強度評価方法  ···························································  8 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ····················································  8 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態  ················································  8 

4.2.2 許容応力  ·······························································  8 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件  ··············································  8 

4.2.4 設計荷重  ······························································  12 

4.3 解析モデル及び諸元  ························································  13 

4.4 計算方法  ··································································  14 

4.4.1 コネクタの計算方法 ·····················································  14 

4.4.2 フランジの計算方法 ·····················································  16 

4.5 計算条件  ··································································  18 

4.6 応力の評価  ································································  18 

5. 評価結果  ····································································  19 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ·········································  19 

6. 引用文献  ····································································  19 

 

 



 

1 

K7
 
①
 Ⅴ

-3
-
3-
3-
2-

1-
5 
R1
 

1. 概要 

本計算書は，重大事故等クラス２機器として兼用される残留熱除去系ストレーナ取付部コネク

タについて，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

の基本方針」に基づき，材料及び構造について評価を実施する。当該設備の評価は，「実用発電用

原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規

則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第 55条（材料及び構造）に規定されており，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技

発第 1306194号）（以下「技術基準規則の解釈」という。）に従い，設計基準対象施設の規定を準

用する。 

また，技術基準規則の解釈第 17条 4において「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に

係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日

原子力安全・保安院制定））に適合することと規定されている。 

本計算書は，残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタがこれらの要求事項に対して十分な強度

を有することを確認するための強度評価について示すものである。 

以下，重大事故等クラス２管としての応力評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの構造計画を表 2－1に示す。 



 

  

2 

 

K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-5 R1 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナ取付部コネク

タは，サプレッションプ

ール内に水没された状態

で設置されており，ティ

ー及びストレーナの間に

取り付けられる。 

コネクタ  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（単位：mm） 

原子炉格納容器貫通部 

(X-201) 

ストレーナ取付部コネクタ 

原子炉格納容器シェル部 

 

 

 

 

 

ティー側 

 

 

フランジ 
フランジ 

ストレーナ側 

ストレーナ 

ティー 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの応力評価は，「2.1 構造計画」にて示すストレー

ナ取付部コネクタの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いて，設計荷重による応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評

価結果」に示す。 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの応力評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの応力評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析モデル設定 

設計荷重における応力 

 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

   ・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ 応力係数 ― 

Ｄ 外径 mm 

Ｌ 長さ mm 

Ｍ モーメント N･mm 

Ｐ 圧力 MPa 

ｔ 厚さ mm 

Ｚ 断面係数 mm3 

σ 応力 MPa 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3位表示とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

     ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの応力評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，ストレーナ取付部コネクタ及びフランジについて実施する。 

なお，Ⅴ-3-3-3-2-1-3「残留熱除去系ストレーナの強度計算書」に示すストレーナ取付部ボル

トの評価は，ストレーナ取付部で発生する荷重及びモーメントよりティーとコネクタ間で発生す

る荷重及びモーメントの方が大きいため，ティーとコネクタ間で発生する荷重及びモーメントを

用いており，残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタをストレーナ部ティーに取り付けるための

ボルトの評価は，Ⅴ-3-3-3-2-1-3「残留熱除去系ストレーナの強度計算書」に示すストレーナ取

付部ボルトの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

また，残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタのフランジのうちストレーナと取り付けるフラ

ンジの評価は，ストレーナ側フランジより板厚を大きく設計しており（コネクタ側フランジ厚さ

 mm，ストレーナ側  mm），Ⅴ-3-3-3-2-1-3「残留熱除去系ストレーナの強度計算書」に示

すストレーナ側フランジの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの形状及び主要寸法を図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタ(貫通部番号：X-201) 

Ｄ1＝  Ｌ1＝  Ｌ2＝  ｔ1＝  

 

図 3－1 残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

 

Ｌ1 

Ｌ2 

ティー側 

φ
Ｄ
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ｔ
1
 

ストレーナ側 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

ストレーナ取付部コネクタは，ストレーナ部を含む一体モデルでの応答解析から得られたモ

ーメントとストレーナから作用する荷重を用いて構造強度評価を行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの荷重の組合せ及び供用状態を表 4－1 に，  

荷重の組合せ整理表を表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

 残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの許容応力を表 4－3 に示す。なお，評価対象

は，構造又は形状の不連続性を有する部分であることから，発生する一次一般膜応力は十

分小さいため，一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

 残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの許容応力評価条件を表 4－4に示す。 

なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

コネクタ           

フランジ    
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

残留熱除去設備 
残留熱除去系ストレーナ 

取付部コネクタ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

 重大事故等時＊ 

原子炉 

冷却系統 

施設 

非常用炉心冷却設備 

その他原子炉注水設備 

残留熱除去系ストレーナ 

取付部コネクタ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

格納容器スプレイ冷却系 

残留熱除去系ストレーナ 

取付部コネクタ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

サプレッションチェンバ

プール水冷却系 

残留熱除去系ストレーナ 

取付部コネクタ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

 重大事故等時＊ 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器安全設備 

代替循環冷却系 

残留熱除去系ストレーナ 

取付部コネクタ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

 重大事故等時＊ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表 4－2 荷重の組合せ整理表（重大事故等対処設備） 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 

供用状態 
運転時 

中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング

（ＣＨ） 

SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ) ○ ○ ○       重大事故等時＊ 

SA-2 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○    ○   重大事故等時＊ 

SA-3 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○ 
 

○ 
  

○  重大事故等時＊ 

SA-4 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○     ○    重大事故等時＊ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表 4－3 許容応力 (重大事故等クラス２管(クラス２，３管)) 

供用状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

 重大事故等時＊ Ｓ 
長期荷重 1.5・Ｓ 

短期荷重 1.8・Ｓ 

            注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

コネクタ  最高使用温度 166 

フランジ  最高使用温度 166  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 死荷重 

残留熱除去系ストレーナとコネクタの自重による荷重及び残留熱除去系ストレーナに付

着する異物の自重による異物荷重の２つの死荷重を考慮する。 

ストレーナ    N 

コネクタ     N 

異物       N 

 

(2) 差圧 

コネクタの設計圧力は  MPaを考慮する 
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4.3 解析モデル及び諸元 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの応答解析用モデルを図 4－1 に，解析モデルの概

要を以下に示す。解析モデルはⅤ-2-5-3-1-3「残留熱除去系ストレーナの耐震性についての計

算書」に示す応答解析用モデルと同じモデルである。また，機器の諸元を表 4－5に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，荷重を算出する。なお，ストレーナに

ついてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル

化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－1の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包水

及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。また，異物の質量も応答解析に

おいて考慮する。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 4－1 応答解析用モデル 
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表 4－5 機器諸元 

項目 単位 入力値 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの

材質 
―  

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの

質量 
kg/個  

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの 

内包水及び排除水の質量 
kg/個 

ストレーナ 1個あたりの異物の質量 kg/個  

温度 ℃ 104 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

 

 

4.4 計算方法 

4.4.1 コネクタの計算方法 

(1) 応力の計算方法 

コネクタに発生する応力は，設計・建設規格 PPC-3520に従い算出する。なお，コネク

タの溶接継手は管の板厚の強度と同等以上となるように設計するため，ここでは管につい

て評価を行う。 

応力算出は以下の式に従う。 

  １ ｏ ２ ｍａｘ
prm

Ｂ Ｐ Ｄ Ｂ Ｍ
Ｓ

２ ｔ Ｚ

  
 


 

ここに， 

  Ｓprm ：発生応力(MPa) 

  Ｐ ：最高使用圧力（設計圧力）(MPa) 

  Ｄｏ ：管の外径(mm) 

  ｔ ：管の厚さ(mm) 

  Ｂ１ ：設計・建設規格 表 PPB-3812.1-1で規定する応力係数（＝  ） 

  Ｂ２ ：設計・建設規格 式 PPB-4.20により算出した応力係数（＝  ） 

＝

3

2

ｈ

1.30
 

     ｈ ：設計・建設規格 式 PPB-4.21により計算した値 

    ＝
２ｒ

Ｒｔ
 

  Ｒ ：コネクタ中心線の曲率半径＝  (mm) 
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  ｒ ：設計・建設規格 式 PPB-4.19により計算した値(mm) 

    ＝
２

－ｔＤｏ  

  Ｍｍａｘ ：表 4－6に示す最大モーメント(N･mm) 

  Ｚ ：管の断面係数(mm3) 

 

   (2) 応力解析に用いるモーメント 

コネクタの設計荷重は，ストレーナからの伝達荷重とコネクタ自身に作用する荷重から

算出した，図 4－2 に示すコネクタのストレーナ及びティーとの取合い部における最大モ

ーメントを用いる。なお，ここでの最大モーメントとは，コネクタのティーとの取合い部

における 3方向のモーメントを二乗和平方根で合成したものである。 

算出した最大モーメントを表 4－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 コネクタのモーメント算出点 

 

表 4－6 コネクタの設計荷重 

(単位：N･mm) 

荷重 
最大モーメント 

Ｍｍａｘ 

1 死荷重 

2 異物荷重 

3 差圧 

4 ＳＲＶ荷重 

5 プールスウェル（気泡形成） 

6 蒸気凝縮（ＣＯ） 

7 チャギング（ＣＨ） 

  

 

 

  

ティー取合い部 

ストレーナ取合い部 

コネクタ 
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4.4.2 フランジの計算方法 

(1) 応力の計算方法 

ストレーナ取付部コネクタのストレーナ部ティーと取り付けるフランジは，一般的なフ

ランジとは異なりガスケットを使用しない。そこで取付フランジを以下のようにモデル化

し，応力評価を行う。 

取付フランジを外周（ボルト穴中心円直径）が固定された平板と考え，表 4－7に示すモ

ーメントが中心部に作用すると考える。この場合の発生応力は，引用文献(1)より，    

図 4－3に示す計算モデルで下記の計算式より求める。 

        
2

fmax
r

a･ｔ

β・Ｍ
＝σ

 

ここに， 

  σｒ ：曲げ応力(MPa) 

  Ｍfmax ：表 4－7に示す最大モーメント(N･mm) 

  ａ  ：ボルト穴中心円半径＝  (mm) 

  ｂ  ：フランジ内半径＝  (mm) 

  ｔ  ：フランジ板厚＝  (mm) 

  β  ：ｂ/ａ（＝  ）から決まる計算上の係数＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 4－3 フランジ断面の計算モデル 

 

  

ａ 

ｂ 

フランジ 

ｔ 

Ｍfmax 

ボルト穴 

フランジ面 
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(2) 応力解析に用いるモーメント 

フランジの設計荷重は，図 4－2 に示すコネクタのストレーナ及びティーとの取合い部

における最大モーメントを用いる。算出した最大モーメントを表 4－7に示す。ここでの最

大モーメントとは，コネクタのティーとの取合い部におけるフランジに対して面外方向の

曲げモーメントとする。フランジの面内方向のモーメント（ねじりモーメント）は，フラ

ンジの面内剛性が大きいため，ここでは評価対象としない。 

 

表 4－7 フランジの設計荷重 

(単位：N･mm) 

荷重 
最大モーメント 

Ｍfmax 

1 死荷重 

2 異物荷重 

3 差圧  

4 ＳＲＶ荷重 

5 プールスウェル（気泡形成）  

6 蒸気凝縮（ＣＯ） 

7 チャギング（ＣＨ） 
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4.5 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.4 

計算方法」に示す。 

 

4.6 応力の評価 

「4.4 計算方法」で求めた応力が，表 4－3 及び表 4－4 を用いて算出される許容応力以下

であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの重大事故等時の状態を考慮した場合の評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足していることを確認した。 

(1) 重大事故等時に対する評価 

重大事故等時に対する応力評価結果を表 5－1に示す。 

なお，各評価点における計算応力は表 4－2に示す荷重の組合せのうち，発生値が最も高い

評価を記載している。 

 

表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 運転状態 応力分類 

重大事故等時 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

荷重 

組合せ 

残留熱除去系ストレーナ 

取付部コネクタ 

コネクタ Ⅴ(Ｓ) 一次応力 155 204 SA-3 

フランジ Ⅴ(Ｓ) 一次応力 131 204 SA-3 

 

6. 引用文献 

(1) WARREN C. YOUNG 

“ROARK’S FORMULAS for Stress and Strain”7th Edition 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-3「クラス１弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

E11-F011A,B,C 既設 有 有＊ DB-2 DB-1 ― 無 8.62 302 ― ― ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― DB-1 

 注記＊：原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大によるクラスアップ。 
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1. クラス１弁 
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1.1　設計仕様

系　統　：　 残留熱除去系

止め弁 350

機器の区分 クラス1弁

弁番号 種類
呼び径 材料

弁箱 弁ふた 弁体 ボルト
（A）

F011A,B,C SCPL1 SCPL1 SCPL1
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1.2　強度計算書

系　統　： 残留熱除去系 F011A,B,C 1

　設計条件 　弁箱の一次＋二次応力評価

　　最高使用圧力Ｐ (MPa) 8.62    　　ｔｅ (mm)   

　　最高使用温度Ｔｍ (℃) 302        　　Ｔｅ1 (mm)   

　　弁箱材料 SCPL1 　　Ｔｅ2 (mm)   

　　接続管材料 　　ｒｉ (mm)   

　　接続管外径 (mm)      　　θ (°)   

　　接続管内径 (mm)      　　Ｋ 1.00

図3－1 (5) 　　Ｐｅ (MPa)

　　添付図番号 図3－2 (2) 　　α×10
-6 (mm/mm℃)

図3－3 (1),(2) 　　Ｅ (MPa)

　　Ｃ2 0.49

　　ΔＴ (℃)

　　Ｐ1 (MPa) 　　Ｃ4

　　Ｐ2 (MPa) 　　ΔＰｆｍ (MPa)

　　Ｐr1 (MPa) 　　ΔＴｆｍ (℃)     

　　Ｐr2 (MPa) 　　Ｓｎ(1) (MPa) 192    

　　Ｐs (MPa) 　　Ｓｎ(2) (MPa) 137    

　　ｄ (mm)      　　3・Ｓｍ (MPa) 388    

　　Ｔb (mm)      

　　Ｔr (mm)      評価　： Ｓｎ(1)≦3・Ｓｍ

　　ＬＡ (mm)      Ｓｎ(2)≦3・Ｓｍ

　　ＬＮ (mm)      よって十分である。

　　Ａｆ (mm2)  

　　Ａｍ (mm2)  

　　ｒ1 (mm)      　　Ｓ (MPa) 164    

　　Ｓ (MPa) 41        　　2.25・Ｓｍ (MPa) 291    

　　Ｓｍ (MPa) 129        評価　： Ｓ≦2.25・Ｓｍ

評価　： Ｓ≦Ｓｍ よって十分である。

よって十分である。 　起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ

　配管反力による弁箱の二次応力評価 　　Ｃ3

　　Ａ-Ａ断面の弁外径 (mm) 　　ＱＴ (MPa)

　　Ａ1 (mm2)  　　Sℓ(1) (MPa)

　　Ａ2 (mm2)  　　Sℓ(2) (MPa)

　　Ｃｂ 　　Ｅｍ (MPa)

　　Ｚ1 (mm3)  　　Ｎ(1)

　　Ｚ2 (mm3)  　　Ｎ(2)

　　Ｚｐ (mm3)  

　　Ｓｙ (MPa) 評価　： Ｎ(1)≧2000

　　Ｐｄ (MPa) Ｎ(2)≧2000

　　Ｐｂ (MPa) よって十分である。

　　Ｐｔ (MPa)

　　1.5・Ｓｍ (MPa) 194        

評価　： Ｐｄ ≦1.5・Ｓｍ

Ｐｂ ≦1.5・Ｓｍ

Ｐｔ ≦1.5・Ｓｍ

よって十分である。

― 178324

― 98767

― 51970

― 119

― 135

6.38 6.37

9.58 9.58

8.62 8.62

設計・建設規格 告示第５０１号

9.57 9.57

設計・建設規格 告示第５０１号

6.38 6.37

99 96

12.69 12.63

188000 181619

47

99 96

99 96

1.00 1.00

200 194

48

弁番号 シート

内圧による弁箱の一次応力評価

弁箱の局部一次応力評価
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系　統　： 残留熱除去系 F011A,B,C 2

　繰返しピーク応力強さ（疲労累積係数）　告示第５０１号

ｍ ｎ Ａｏ Ｃ５ Ｓｎ 3・Ｓｍ 　　　 3・ｍ・Ｓｍ

(MPa) (MPa) 　　　(MPa)

1.01 153 389 1167

ΔＴf Ｓｐ Ke Sℓ Ｎi Ｎri Ｎi／Ｎri

　(℃) (MPa) (MPa)

830 1.00 415 0.0700

786 1.00 394 0.0049

313 1.00 157 0.0040

229 1.00 114 0.0011

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

Ｎｉ

評価　： 疲労累積係数  Ｉｔ ＝ Σ ＝ 0.0799 ≦1
Ｎｒｉ よって十分である。

　弁箱の形状規定　設計・建設規格 　弁体の一次応力　設計・建設規格

　　ｒ1 (mm)  　　材料 SCPL1

　　ｒ2 (mm)  　　形式 W2

　　0.3・ｔ (mm)  　　Ｐ (MPa) 8.62  

　　0.05・ｔ (mm)  　　Ｐc(Ｐ1，Ｐ2) (N)  

　　0.1・ｈ (mm)  　　ｈ (mm)

　　ｄn／ｄm 　　ａ (mm)

　　ｂ (mm)

評価　： ｒ1　≧　0.3・ｔ 　　σD (MPa) 49      

ｒ2　≧　Max(0.05・ｔ，0.1・ｈ) 　　1.5・Ｓm (MPa) 184      

ｄn 評価　： σD　≦　1.5・Ｓm

＜　2
ｄm よって十分である。 よって十分である。

3.0 0.2 0.66
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5

系　統　： 残留熱除去系 F011A,B,C 3

　弁箱又は弁ふたの厚さ及びネック部の厚さ

　　弁箱材料

　　弁ふた材料

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm)

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm)

　　ｄｎ (mm)

　　ｄｎ／ｄｍ

　　ｔｍ (mm)

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔaｆ (mm)

　　ｔｍａ (mm)

評価　： ｔａｂ　≧　ｔ
ｔａｆ　≧　ｔ
ｔｍａ　≧　ｔｍ

よって十分である。

23.0

21.9

21.9

19.0

SCPL1

SCPL1

弁番号 シート
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系　統　： 残留熱除去系 F011A,B,C 4

　フランジ及びフランジボルトの応力解析

　設計条件 　モーメントの計算

　　ＰFD (MPa) 11.83  　　ＨD (N) 1.341 × 10 6

　　Ｐeq (MPa) 3.21  　　ｈD (mm) 42.5      

　　Ｔm (℃) 302      　　ＭD (N･mm) 5.701 × 10 7

　　Ｍｅ (N･mm)  　　ＨG (N) 7.534 × 10 5

　　Ｆｅ (N)       　　ｈG (mm) 53.0      

　　フランジの形式 JIS B8265図2(b)(7) 　　ＭG (N･mm) 3.991 × 10 7

　フランジ 　　ＨT (N) 3.291 × 10 5

　　材料 SCPL1 　　ｈT (mm) 64.0      

　　σfa (MPa) 　　ＭT (N･mm) 2.106 × 10 7

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 150      　　Ｍo (N･mm) 1.180 × 10 8

　　σfb (MPa) 　　Ｍg (N･mm) 2.377 × 10 8

最高使用温度(使用状態) 122      　フランジの厚さと係数

　　Ａ (mm) 　　ｔ (mm)

　　Ｂ (mm) 　　Ｋ 1.63    

　　Ｃ (mm) 　　ｈｏ (mm)

　　ｇ0 (mm) 　　ｆ 1.00    

　　ｇ1 (mm) 　　Ｆ 0.796   

　　ｈ (mm) 　　Ｖ 0.246   

　ボルト 　　ｅ (mm-1) 0.00630

　　材料 　　ｄ (mm3) 4146818         

　　σa (MPa) 　　Ｌ 1.23     

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 242      　　Ｔ 1.66     

　　σb (MPa) 　　Ｕ 4.58     

最高使用温度(使用状態) 197      　　Ｙ 4.17     

　　ｎ 　　Ｚ 2.22     

　　ｄｂ (mm)  　応力の計算

　ガスケット 　σHo (MPa) 74         

　　材料 　σRo (MPa) 47         

　　ガスケット厚さ (mm) 　σTo (MPa) 27         

　　Ｇ (mm)     　σHg (MPa) 104         

　　ｍ    　σRg (MPa) 94         

　　ｙ (N/mm2)     　σTg (MPa) 53         

　　ｂｏ (mm)     

　　ｂ (mm)     応力の評価　： σHo　≦　1.5・σfb

　　Ｎ (mm) σRo　≦　1.5・σfb

　　Gs (mm)     σTo　≦　1.5・σfb

　ボルトの計算

　　Ｈ (N) 1.670 × 10 6 σHg　≦　1.5・σfa

　　Ｈｐ (N) 7.534 × 10 5 σRg　≦　1.5・σfa

　　Ｗm1 (N) 2.424 × 10 6 σTg　≦　1.5・σfa

　　Ｗm2 (N) 7.315 × 10 5

　　Ａm1 (mm2) 1.226 × 10 4 よって十分である。

　　Ａm2 (mm2) 3.023 × 10 3

　　Ａm (mm2) 1.226 × 10 4

　　Ａb (mm2)  

　　Ｗo (N) 2.424 × 10 6

　　Ｗg (N) 4.488 × 10 6

評価　： Ａm　＜　Ａb

よって十分である。

弁番号 シート
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系　統　： 残留熱除去系 F011A,B,C 5

管台の厚さ

最高使用圧力 最高使用温度 　　　外径 公称厚さ 

Ｎo. Ｐ Ｔｍ Ｄｏ ｔno 材料 Ｓ η ｔ ｔbr

(MPa) (℃) (mm) (mm) (MPa) (mm) (mm)

1 8.62 302 1.7

2 8.62 302 1.4

3 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

4 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

5 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

評価　： ｔbr　≧　ｔ

よって十分である。

注記＊ ：    
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Ⅴ-3-3-3-2-1-7 管の強度計算書 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-3-3-3-2-1-7-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

いて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-7-1 R1

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.31 104 0.62 166 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.31 104 0.62 166 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 3.43 182 3.43 182 無 S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 3.43 182 3.43 182 無 S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

5 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

6 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

7 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.43 104 3.43 166 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

8 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.31 104 0.62 166 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

9 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.31 104 0.62 166 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

10 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 3.43 182 3.43 182 無 S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか



K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-7-1 R1

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

11 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 3.43 182 3.43 182 無 S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

11 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 3.43 182 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

12 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.43 104 3.43 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

13 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.43 171 3.43 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

14 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.43 171 3.43 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

15 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.43 171 3.43 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

16 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.43 171 3.43 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

T1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

その他1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 1.37 182 1.37 182 有 S55告示 既工認 ― SA-2

その他2 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55告示 既工認 ― SA-2

ＮＯ.
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

クラスアップするか 条件アップするか



K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-7-1 R1

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

その他3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 3.43 182 3.43 182 有 S55告示 既工認 ― SA-2

その他4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55告示 既工認 ― SA-2

ＮＯ.
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

クラス
アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

評価
クラス



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

2 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

3 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

4 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

5 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

6 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

7 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

8 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

9 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

10 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

11 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

11 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

12 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

13 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

14 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

15 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

16 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-7-1 R1

2.  管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 0.62    166   457.20 14.30 SUS304TP S 2 113     1.00  12.5 %  12.51 1.26 A 1.26 

2 0.62    166   457.20 9.50 SM400C W 2 100     1.00    1.42 C 3.80 

3 3.43    182   114.30 6.00 SFVC2B S 2 120     1.00    1.62 C 3.40 

4 3.43    182   125.50 11.60 SFVC2B S 2 120     1.00    1.78 C 3.40 

5 8.62    302   165.20 14.30 SFVC2B S 2 120     1.00    5.77 A 5.77 

4

6 8.62    302   194.00 28.70 SFVC2B S 2 120     1.00    6.78 A 6.78 

7 3.43    166   267.40 9.30 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  8.13 4.40 A 4.40 

8 0.62    166   267.40 9.30 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  8.13 0.81 C 3.80 

9 0.62    166   267.40 9.30 SUS304TP S 2 113     1.00  12.5 %  8.13 0.74 A 0.74 

10 3.43    182   165.20 11.00 STS410 S 2 103     1.00  12.5 %  9.62 2.72 C 3.80 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



K7 ① Ⅴ-3-3-3-2-1-7-1 R1

　  管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

11 3.43    182   165.20 7.10 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  6.21 2.72 C 3.80 

12 3.43    200   114.30 6.00 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  5.25 1.88 C 3.40 

13 3.43    200   267.40 12.70 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  11.11 4.40 A 4.40 

14 3.43    200   267.40 15.10 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  13.21 4.40 A 4.40 

15 3.43    200   216.30 12.70 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  11.11 3.56 C 3.80 

5

16 3.43    200   216.30 10.30 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  9.01 3.56 C 3.80 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3420　準用

 　   ＮＯ．            T1      　　　Ａｒ （mm
2
）           1.620×10

3

  形   　 式            A 　　　Ａ０ （mm
2
）           2.532×10

3

  最高使用圧力 　 　　 （MPa） 8.62          　　　Ａ１ （mm
2
） 711.6           

　最高使用温度 （℃） 302             　　　Ａ２ （mm2）           1.739×103

　主管と管台の角度 　　　　 （°）              　　　Ａ３ （mm2） 81.00          

　　　Ａ４ （mm
2
）

　主管材料 STS410

　　　Ｓｒ （MPa） 103             　　評価：　Ａ０　＞　Ａｒ

　　　Ｄｏｒ （mm） 267.40          　　よって十分である。

　　　Ｄｉｒ （mm） 235.56          

　　　ｔｒｏ （mm） 18.20          　　　ｄｆｒＤ （mm） 117.78          

　　　Ｑｒ 12.5 %         　　　ＬＡＤ （mm）           

　　　ｔｒ （mm） 15.92          　　　ＬＮＤ （mm）           

　　　ｔｒｒ （mm） 10.83          　　　ＡｒＤ （mm
2
）           1.080×10

3

　　　η 1.00          　　　Ａ０Ｄ （mm2）           2.095×103

　　　Ａ１Ｄ （mm2） 355.8           

　管台材料 SFVC2B 　　　Ａ２Ｄ （mm
2
）           1.739×10

3

　　　Ｓｂ （MPa） 120             　　　Ａ３Ｄ （mm
2
） 0             

　　　Ｄｏｂ （mm） 194.00          　　　Ａ４Ｄ （mm
2
）

　　　Ｄｉｂ （mm）           

　　　ｔｂｎ （mm） 28.70          　　評価：　Ａ０Ｄ　≧　ＡｒＤ

　　　Ｑｂ         　　よって十分である。

　　　ｔｂ （mm）           　　　Ｗ （N）           8.265×10
4

　　　ｔｂｒ （mm） 5.25          　　　Ｆ１ 0.46          

　　　Ｆ２

　強め材材料 　　　Ｆ３ 0.56          

　　　Ｓｅ （MPa） 　　　ＳＷ１ （MPa） 47             

　　　Ｄｏｅ （mm） 　　　ＳＷ２ （MPa）

　　　ｔｅ （mm） 　　　ＳＷ３ （MPa） 57             

　　　Ｗｅ１ （N）           1.289×10
5

  穴の径　ｄ （mm）           　　　Ｗｅ２ （N）           3.392×105

　　　Ｋ 0.7724        　　　Ｗｅ３ （N）           3.392×105

　　　ｄｆｒ （mm） 79.66          　　　Ｗｅ４ （N）

　　　ＬＡ （mm）           　　　Ｗｅ５ （N）

　　　ＬＮ （mm）           　　　Ｗｅｂｐ１ （N）           3.392×10
5

　　　Ｌ１ （mm）           　　　Ｗｅｂｐ２ （N）           4.681×105

　　　Ｌ２ （mm） 　　　Ｗｅｂｐ３ （N）

　　評価：Ｗ≦Ｗｅｂｐ１

　　　　　Ｗ≦Ｗｅｂｐ２

　　以上より十分である。
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4. フランジの強度計算書 

 （残留熱除去系ストレーナ取付部ティー側フランジ：ＮＯ．Ｆ１） 

  ティー側フランジの強度計算はⅤ-3-3-3-2-1-4「残留熱除去系ストレーナ部ティーの強度計算

書」で説明するため，ここでは記載を省略する。 
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Ⅴ-3-3-3-2-1-7-2　管の応力計算書
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まえがき

　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。

　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
3
-
3
-
3
-
2
-
1
-
7
-
2
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



・
評

価
条
件

整
理

表

圧
力

(
M
P
a
)

温
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温
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最

　　大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全１６モデルのうち，最

　　大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を5.に記

　　載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ

2
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　RHR-PD-1

質量 対応する評価点

     1N～1

     1～301,6～6002,6003～8

    301～6,6002～6003,8～9

     10～12

     12～1401

   1401～15,19～23
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　RHR-R-2

質量 対応する評価点

    3～600,1001～11,1401～1801,1802～20,22～2201

 2202～29,3001～3101,4401～4501,4801～4802,5102～52

   55～57,57～3231,3261～3271,3291～3292,3331～3332

  600～1001,11～1401,1801～1802,2201～2202,29～3001

 3101～33S,43S～4401,4501～4801,4802～5102,52～55

 3231～3261,3271～3291,3292～3331,3332～335S

  33S～43S

  265～269,270～277,278～281,265～339N

  164～168,172～36,164～196

 335S～336A
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　RHR-R-3

質量 対応する評価点

    1～2,6～9001,9002～2301,2302～26N

 9001～9002,2301～2302

   11～2701

 2701～2901,3401～3901,40～4201,44～4601,4801～50S

   55～5601,5602～5901,5902～6401,65～6701,6702～7101

 7901～8201

 2901～30,34～3401,3901～40,4201～44,4601～4801

 5601～5602,5901～5902,6401～65,6701～6702,7101～7901

  50S～55
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　RHR-R-2

質量 対応する評価点

    1N,282N

   501,327,2781

    34

    182,183

   339N
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　RHR-R-3

質量 対応する評価点

    23

   26N
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　RHR-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

15～16   16～17   

17～18  16～19   

23～24   24～2401   

2401～25     25～26  

24～27   
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　RHR-R-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

20～21   21～2101   

2101～2102   21～22   

168～169   169～170   

170～171   169～172   

269～270   277～278   
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　RHR-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

2～3   3～4   

4～5   3～6   

30～31   31～32   

32～33   31～34   

83～84   84～85   

85～86   84～87   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　RHR-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   17    18

 2401    26
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　RHR-R-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

 2101  2102

  170   171

  269～270   277～278
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　RHR-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    4     5

   32    33

   85    86
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　RHR-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

       7   

 **   13 **   

               

      14   

      22   

 **   22 **   

                 

 **   25 **   

                 

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　RHR-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N     

 **   1N **     

                 

 **   1N **     

                

       6     

      18       

      31     

    3701   

      45       

      51     

    5103   

    5401   

 ** 5401 **   

                

    1650   

     181     

     184     

     276     

    282N     

 ** 282N **     

                

 ** 282N **     

                 

     324   

 **  324 **   

                

     329     

    336A             

    339N             

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　RHR-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      16     

     26N             

     360   

 **  361 **   

               

      43   

 **   43 **   

                

      51       

      56     

      62     

      75   

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STS410 306 122 181 ― ―

STPT410 182 ― ― ― 103

STPT410 166 ― ― ― 103

材料
許容応力(MPa)
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   　 材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STS410 306 122 ― ― ―

SM400C 166 ― ― ― 100

SM400C 182 ― ― ― 100

STPT410 182 ― ― ― 103

材料
許容応力(MPa)

37
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-10「重大事故等 

クラス２ポンプの強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」 

に定義したものを使用する。 
 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 
新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 
クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

高圧炉心注水系ポンプ 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 11.77 100 11.77 120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1. 計算条件 

1.1 ポンプ形式 

ターボポンプであって，ケーシングが軸垂直割りで軸対称であるものに相当する。 

 

1.2 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1－1 概要図 

 

K7
 ①

 Ⅴ
-3
-3
-
3-
3-
1-
1 

R1
 

８ 

 

 

 

７ 

 

 

 

６ 

 

 

 

７ 

 

 

 

２ 

 

 

 

Ａ２ 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

１ 

 ４ 

 

 

８ 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

 

 

 

Ａ１ 



 2 

1.3 設計条件 

設計条件 吐出側 吸込側 

最高使用圧力(MPa) 11.77 1.37 

最高使用温度(℃) 120 120 

 

 

2. 強度計算 

2.1 ケーシングの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3320 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ａ１ 

(mm) 

Ａ２ 

(mm) 

①  1.37   

②  1.37  

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

 注記＊：

    

10.0 38.0 

8.4   

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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 3 

2.2 ケーシングの吸込み及び吐出口部分の厚さ 

設計・建設規格 PMC-3330                                   （単位：mm） 

計算部位 ｒi ｒｍ  ｔ ｔo ｔ 

③ 190.5 195.5 22.1 10.0 

④ 112.0 117.0 17.1 11.0  

評価：ｔ≧ｔ，よって十分である。 

 

2.3 ケーシングカバーの厚さ 

告示第５０１号第77条第5項第1号 

計算部位 材料 
Ｐ Ｓ 平板形 

(MPa) (MPa) ｄ(mm) Ｋ 

⑤  1.37  

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

138.8  

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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 4 

2.4 ボルトの平均引張応力 

設計・建設規格 PMC-3510 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓｂ 

(MPa) 

ｄｂ 

(mm) 
ｎ 

Ａｂ 

(mm2) 

⑥ 
 

 
1.37  

 

 
  

 

ガスケット材料 
ガスケット厚さ 

(mm) 

ガスケット 

座 面 形 状 

Ｇｓ 

(mm) 

Ｇ 

(mm) 

Ｄｇ 

(mm) 

セ ル フ シ ー ル 

ガスケット（ゴム） 
― ― ― ―  

 

Ｈ 

(N) 

Ｈｐ 

(N) 

Ｗｍ１ 

(N) 

Ｗｍ２ 

(N) 

Ｗ 

(N) 

σ 

(MPa) 

 ―  0  51 

評価：σ≦Ｓｂ，よって十分である。 
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2.5 耐圧部分等のうち管台に係るものの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3610 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｄｏ 

(mm) 

⑦  1.37   

⑧  11.77   

 

継手の種類 放射線透過試験の有無 η 

継 手 無 し ― 1.00 

継 手 無 し ― 1.00 

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

0.2   

1.2   

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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Ⅴ-3-3-3-3-1-2 高圧炉心注水系ストレーナの強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 



 

  

K7 ① Ⅴ-3-3-3-3-1-2 R1 

評価条件整理表 

注記＊1：高圧炉心注水系ストレーナは，その機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため，最高使用圧力を設定しないが，ここでは，原子炉格納容器（内圧）の最高使用圧力を［ ］内に示す。 

  ＊2：サプレッションチェンバの最高使用温度を示す。 

  ＊3：「沸騰水型原子力発電設備における非常用炉心冷却設備及び格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価及び構造強度評価について」（平成 17・10・13原院第 4号（平成 17年 10月 

25日））に従い,大型化改造工事時に大型化改造工認を提出。 

 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップの 

有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

高圧炉心注水系 

ストレーナ 
既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 

― 

[0.310]＊1 

104＊2 

―  

[0.310]＊1 

120 ― 設計・建設規格＊3 設計・建設規格 ― SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，重大事故等クラス２機器として兼用される高圧炉心注水系ストレーナについて，

Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」

に基づき，材料及び構造について評価を実施する。当該設備の評価は，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第六号）（以

下「技術基準規則」という。）第 55条（材料及び構造）に規定されており，「実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25年 6月 19 日 原規技発第 1306194号）

（以下「技術基準規則の解釈」という。）に従い，設計基準対象施設の規定を準用する。 

また，技術基準規則の解釈第 17 条 4 において「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備

に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27

日原子力安全・保安院制定））に適合することと規定されている。 

本計算書は，高圧炉心注水系ストレーナがこれらの要求事項に対して十分な強度を有すること

を確認するための強度評価について示すものである。 

以下，重大事故等クラス２管としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心注水系ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナはサプレッ

ションプール内に水没

された状態で設置され

ており，原子炉格納容器

貫通部に取り付けられ

たティーに，コネクタを

介して，フランジ及び取

付ボルトにより据え付

けられる。 

外径  mm，長さ

 mmの円錐支持デ

ィスクで構成される鋼

製構造物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

Ａ 

Ａ 

Ａ～Ａ断面図 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

T.M.S.L.  mm 

原子炉格納容器貫通部 

(Ｘ-210B,210C) 

ストレーナ 

 

（単位：mm） 

ストレーナ取付部ボルト 

ストレーナ取付部コネクタ 

フランジ 

ティー 
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2.2 評価方針 

高圧炉心注水系ストレーナの応力評価は，「2.1 構造計画」にて示す高圧炉心注水系ストレ

ーナの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」

に示す解析モデルを用いて，設計荷重による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強

度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

高圧炉心注水系ストレーナの応力評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 高圧炉心注水系ストレーナの応力評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

解析モデル設定 

設計荷重における応力 

高圧炉心注水系ストレーナの構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

ａ ボルト穴中心円半径 mm 

ｂ フランジ内半径 mm 

Ｄｉ 各部位の直径（ｉ＝1，2，3…） mm 

ｄ 孔径，ボルトの直径 mm 

Ｆ 軸力 N 

ｆt ボルトの発生応力 MPa 

Ｌｉ 各部位の長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

 ディスク間ギャップ，ボルトのＺ軸からの距離 mm 

Ｍ モーメント N･mm 

ｎ ボルトの本数 ― 

Ｐ 孔の間隔（中心間） mm 

ｔ 板厚 mm 

Ｗ ストレーナ重心に作用する荷重 N 

Ｘ 軸直角方向（水平） ― 

Ｙ 軸方向 ― 

Ｚ 軸直角方向（鉛直） ― 

β 形状係数 ― 

σr 曲げ応力  MPa 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3 位表示とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。  

  ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，比

例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

高圧炉心注水系ストレーナの応力評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，主

要部品であるディスク，スペーサ，リブ，コンプレッションプレート，フィンガ，ストラップ，

フランジ及びストレーナ取付部ボルトについて実施する。 

高圧炉心注水系ストレーナの取付け状況，形状及び主要寸法を図 3－1及び図 3－2に示し，デ

ィスクセット幅及びスペーサ内径を表 3－1に示す。 

なお，高圧炉心注水系ストレーナは，高圧炉心注水系ストレーナ部ティーに据付部材を介して

ストレーナ取付部ボルトにて接続されるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 高圧炉心注水系ストレーナの取付け状況 

Ａ～Ａ断面図 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

Ｘ（軸直角方向） 

Ｚ（軸直角方向） 

T.M.S.L.  mm 

Ｘ（軸直角方向） 

Ｙ（軸方向） 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

ストレーナ 

Ａ 

Ａ 
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 Ｄ1＝  Ｄ2＝  Ｄ3＝  Ｄ4＝  Ｌ1＝  

 Ｌ2＝  Ｌ3＝   Ｌ4＝  Ｌ5＝  Ｌ6＝ 

 ＝  ｄ＝  Ｐ＝  

 ①ディスクセット１     ②中間ディスクセット（２～１７） 

 ③ディスクセット１８    ④スペーサ（１～１７） 

 ⑤リブ （厚さ   mm） ⑥コンプレッションプレート （厚さ  mm） 

 ⑦フィンガ （厚さ    mm） ⑧ディスクサポートリング （厚さ   mm） 

 ⑨ストラップ （厚さ   mm） ⑩ボトムスペーサ 

⑪フランジ，ストレーナ取付部ボルト 

 （①～④及び⑩は多孔プレート形状であり，多孔プレートの厚さは  mmである。） 

 

図 3－2 高圧炉心注水系ストレーナの形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

 

  
 

Ａ～Ａ矢視図 
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表 3－1 ディスクセット幅及びスペーサ内径 

（単位：mm） 

ディスクセット番号 ディスクセット幅 スペーサ内径 

  

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
注：各部品寸法はインチから換算した値であるため，桁処理の影響で合計値が公

称値と一致しない場合がある。 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

高圧炉心注水系ストレーナの質量には，ストレーナに付着する異物量を考慮し，荷重の算出

において組み合わせるものとする。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

高圧炉心注水系ストレーナの荷重の組合せ及び供用状態を表 4－1 に，荷重の組合せ整

理表を表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心注水系ストレーナの許容応力を表 4－3に示す。なお，評価対象は，構造又は形

状の不連続性を有する部分であることから，発生する一次一般膜応力は十分小さいため，

一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心注水系ストレーナの許容応力評価条件を表 4－4に示す。 

なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

多孔プレート     

リブ      

コンプレッションプレート   

フィンガ     

ストラップ     

フランジ     

ストレーナ取付部ボルト   
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

高圧炉心注水系 

ストレーナ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ  重大事故等時＊ 

  注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

表 4－2 荷重の組合せ整理表（重大事故等対処設備） 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 

供用状態 
運転時 

中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ) ○ ○ ○      重大事故等時＊ 

SA-2 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○    ○  重大事故等時＊ 

SA-3 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○ 
 

○ 
  

○ 重大事故等時＊ 

SA-4 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○     ○   重大事故等時＊ 

    注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表 4－3 許容応力 

（重大事故等クラス２管） 

供用状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力含む） 

 重大事故等時＊ Ｓ 
長期荷重 1.5・Ｓ 

短期荷重 1.8・Ｓ 

 

（重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト） 

供用状態 許容限界 

 重大事故等時＊ 2・Ｓ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

多孔プレート  最高使用温度 120  ― ― ― 

リブ，フランジ等  最高使用温度 120  ― ― ― 

ストレーナ取付部ボルト  最高使用温度 120  ― ― ― 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 死荷重 

高圧炉心注水系ストレーナの自重による荷重及び高圧炉心注水系ストレーナに付着する

異物の自重による異物荷重の 2つの死荷重を考慮する。 

高圧炉心注水系ストレーナの自重＝   N 

異物荷重＝   N 

 

 (2) 差圧 

差圧による荷重は，異物付着時の高圧炉心注水系ストレーナを通しての最大設計差圧よ

り設定し，以下のとおりとする。 

また，差圧による荷重の作用方向を図 4－1に示す。 

差圧荷重Ｐdif＝  MPa 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 差圧荷重の作用方向 
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(3) 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失時荷重） 

逃がし安全弁作動時及び原子炉冷却材喪失時には，サプレッションチェンバ内の水中構

造物に様々な荷重が水力学的動荷重として作用する。これらの荷重については，原子力安

全委員会が策定した評価指針（ＢＷＲ，ＭＡＲＫ-Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重

の評価指針（以下「ＭＡＲＫ-Ⅱ動荷重指針」という。））に準じて荷重の評価を実施する。 

ＭＡＲＫ-Ⅱ動荷重指針に基づき，高圧炉心注水系ストレーナに加わる水力学的動荷重

を算出した結果を表 4－5に示す。表 4－5に示した荷重は，考慮すべき水力学的動荷重が

最大となる位置を選定して算出した値である。 

なお，プールスウェル荷重のうち，ベントクリアリングは作用範囲外であるため評価対

象としない。また，高圧炉心注水系ストレーナは，水平ベント管から遠方かつ下方に設置

されているため，プールスウェル及びフォールバック荷重は十分小さく評価対象としない。 

また，逃がし安全弁作動時荷重のうち，水ジェット及び蒸気凝縮過程による荷重は十分

小さいため評価対象としない。 

水力学的動荷重の作用方向を図 4－2に示す。 

軸方向の荷重は，引用文献(1)の考え方に基づき，最前列のディスクと最後列のディスク

で軸方向荷重の 1/2ずつを受け持つとし，この荷重を最前列と最後列のディスクの投影面

積で除算し，軸方向の圧力荷重として作用させる。 

軸直角方向の荷重は，ストレーナの片面のみで荷重を受け持つとし，ストレーナの片面

の投影面積で軸直角方向荷重を除算し，軸直角方向の圧力荷重として作用させる。 

 

表4－5 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失時荷重） 

（単位：N） 

荷重名称 軸方向荷重 軸直角方向荷重 

ＬＯＣＡ後の荷重 

プールスウェル（気泡形成）＊1   

蒸気凝縮（ＣＯ）＊1   

チャギング（ＣＨ）＊2   

ＳＲＶ荷重（中小破断時）＊3   

注：方向は図 3－1参照。ただし，軸直角方向の荷重については，二乗和平方根としている。 

注記＊1：加速度ドラッグ荷重と定常ドラッグ荷重との代数和とする。 

  ＊2：圧力パルス荷重とそのリングアウト荷重の代数和とする。 

  ＊3：定常ドラッグ荷重と圧力荷重の二乗和平方根とする。 
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図 4－2 水力学的動荷重の作用方向 
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4.3 解析モデル及び諸元 

 高圧炉心注水系ストレーナの応答解析及び応力評価は，はりモデル及び三次元シェルモデル

による有限要素解析手法を適用する。なお，ストレーナ本体の応力計算に用いた三次元シェル

モデル（以下「応力解析用モデル」という。）については，「4.4 計算方法」で説明する。本項

においては，ストレーナから原子炉格納容器貫通部までをモデル化したはりモデル（以下「応

答解析用モデル」という。）について説明する。解析モデルはⅤ-2-5-4-1-2「高圧炉心注水系ス

トレーナの耐震性についての計算書」に示す応答解析用モデル及び応力解析用モデルと同じモ

デルである。 

高圧炉心注水系ストレーナの応答解析用モデルを図 4－3 に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を表 4－6に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，荷重を算出する。なお，ストレーナに

ついてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル

化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－3の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包水

及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。また，異物の質量も応答解析に

おいて考慮する。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

図 4－3 応答解析用モデル 
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表 4－6 機器諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 単位 入力値 

高圧炉心注水系ストレーナの材質 ―  

高圧炉心注水系ストレーナの質量 kg/個  

高圧炉心注水系ストレーナの 

内包水及び排除水の質量 
kg/個  

ストレーナ 1個あたりの異物の質量 kg/個  

温度 ℃ 104 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  
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4.4 計算方法 

4.4.1 応力評価点 

高圧炉心注水系ストレーナは，図 3－2に示すとおり，リブ及びフィンガが主強度部材

となり各ディスクを支える構造になっている。各ディスクの表面は多孔プレートとなって

おり，ろ過装置としての機能を果たしている。作用する荷重の大部分は，フィンガにより

支えられた各ディスクの多孔プレート表面に加わり，負荷された荷重は最終的にはリブに

伝達される。したがって，ここではストレーナの主要構成部材である多孔プレート，リ

ブ，コンプレッションプレート，フィンガ，ストラップ，フランジ及びストレーナ取付部

ボルトの構造，形状を考慮した応力評価点を選定し，評価を実施する。 

応力評価点を表 4－7及び図 4－4に示す。 
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表 4－7 応力評価点 

名称 応力評価点番号 応力評価点 

多孔 

プレート 

ディスク P1 全ディスクセットの多孔プレート 

スペーサ＊ P2 ディスクセット間の円筒形多孔プレート 

リブ P3 リブ 

コンプレッションプレート P4 コンプレッションプレート 

フィンガ P5 フィンガ 

ストラップ P6 ストラップ 

フランジ P7 フランジ 

ストレーナ取付部ボルト P8 ボルト 

注記＊：ボトムスペーサを含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 応力評価点 
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4.4.2 応力計算方法 

応力計算方法について，以下に示す。なお，フランジ及びボルトについては作用する荷

重についても本項目で記載する。 

 

(1) ストレーナ（応力評価点 P1～P6） 

ストレーナの応力計算は応力解析用モデルにより行う。ストレーナの応力解析用モデル

を図 4－5に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を表 4－8に示す。 

a. 応力解析用モデルではストレーナをシェル要素を用いた有限要素モデルとしてモデ

ル化して解析を行う。 

b. 計算モデルの各部材は溶接により接合されており，溶接部は健全性が確保されるよう

設計する。 

c. 多孔プレートの等価縦弾性係数，等価ポアソン比及び応力増倍率は，引用文献(2)の考

え方に基づき設定する。 

d. 各部の質量は，各シェル要素に密度を与える。 

e. 4.2.4 で設定した設計荷重により高圧炉心注水系ストレーナに生じる応力は，解析コ

ード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用して計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 高圧炉心注水系ストレーナの計算モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 単位 入力値 

高圧炉心注水系ストレーナの材質 ―  

高圧炉心注水系ストレーナの質量 kg/個 

温度 ℃ 104 

多孔プレートの等価縦弾性係数 MPa 

多孔プレートの等価ポアソン比 ―  

多孔プレートの応力増倍率 ―  

要素数 個  

節点数 個 
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(2) フランジ（応力評価点 P7） 

以下に示す計算方法により応力評価を行う。 

ストレーナ取付部フランジは，一般的なフランジとは異なりガスケットを使用しない。

そこで，フランジを以下のようにモデル化する。 

フランジを外周（ボルト穴中心円直径）が固定された平板と考え，表 4－9に示すモーメ

ントが中心部に作用すると考える。この場合の発生応力は，引用文献(3)より，図 4－6に

示す計算モデルで下記の計算式より求める。 

2

fmax
r

a･ｔ

β・Ｍ
＝σ

 

ここに， 

σr  ：曲げ応力(MPa) 

Ｍfmax：表 4－9に示すモーメント(N･mm)  

ａ  ：ボルト穴中心円半径＝  (mm) 

ｂ  ：フランジ内半径＝  (mm)  

ｔ  ：フランジ板厚＝  (mm)  

β  ：ｂ／ａ（＝  ）から決まる計算上の係数＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 4－6 フランジ断面の計算モデル 

  

 

ａ 

ｂ 

フランジ 

ｔ 

Ｍfmax 

ボルト穴 

フランジ面 
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ストレーナ取付部フランジの設計荷重は，ストレーナに作用する荷重から算出したフラ

ンジ部のモーメントを用いる。ここでのモーメントとは，図 4－7に示すように，ストレ

ーナ重心に作用する荷重とその作用点からフランジまでのモーメントアームから計算した

モーメントであり，フランジに対して面外方向の曲げモーメント（2方向ある面外方向曲

げモーメントの二乗和平方根の合成値）とする。なお，プールスウェル荷重，蒸気凝縮荷

重及びチャキング荷重については，応答解析より得られた，フランジに対する面外方向の

曲げモーメントを用いる。 

ストレーナ重心がフランジ中心軸上に位置することから，フランジ面内方向のモーメン

ト（ねじりモーメント）は発生しないため，ここでは評価対象としない。 

フランジの設計荷重を表 4－9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 フランジに作用するモーメント 

 

表 4－9 フランジの設計荷重 

                     （単位：N･mm） 

荷重 モーメント 

1 死荷重  

2 異物荷重  

3 差圧 

4 ＳＲＶ荷重  

5 プールスウェル（気泡形成）  

6 蒸気凝縮（ＣＯ）  

7 チャギング（ＣＨ）  

 

  

Ｗ 

Ｍｆｍａｘ 

評価対象部位 

Ｍfmax 
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 (3) ストレーナ取付部ボルト（応力評価点 P8） 

ボルトには，表 4－9に示すモーメントに加え，ストレーナの軸方向に発生する荷重によ

りボルトの軸方向荷重が発生する。 

フランジに作用するモーメントにより，ボルトに生じる軸力は，以下のように算出する。 

図 4－8に示すフランジの中心を通る中立軸（Ｚ軸）まわりのモーメントを考える。この

とき，Ｚ軸まわりのモーメントは，各ボルトに発生する軸力とボルトのＺ軸からの距離の

積から得られるモーメントとつりあっていると考えることができる。ここで，軸方向荷重

によって中立軸が移動するが，軸方向荷重のボルトへの影響が小さいため，軸方向荷重に

よる中立軸の移動は無視する。 

したがって，Ｚ軸まわりのモーメントと各ボルトの軸力の関係は下記となる。 


ｎ

ｋ＝1

ktkZ ・ＦＭ   

ここに， 

ＭZ ：Ｚ軸まわりのモーメント（N･mm） 

Ｆtk ：各ボルトに発生する軸力(N) 

k ：任意のボルトｋにおけるＺ軸からの距離(mm) 

ｎ ：ボルトの本数＝  

 

なお，ストレーナ重心がフランジ中心軸上に位置することから，フランジ面内方向のモ

ーメント（ねじりモーメント）は発生しないため，ここでは評価対象としない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8 各ボルトに発生する軸力とモーメントアームの関係 

 

 Ｙ 

Ｘ  

 

Ｆt 

Ｆtk 
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また，ボルト軸力のＺ軸まわりのモーメント寄与分は中立軸上ではゼロであり，図 4－8

に示すように，曲げモーメントを伝えるボルトの軸力は回転中心からの距離に比例して変

化するとして算定する。この場合，ボルトに発生する最大の軸力をＦtとすると，各ボルト

に発生する軸力Ｆtkは下記となる。 

5

k
tk tＦ ＝Ｆ ・

Ｄ／2
 

ここに， Ｆt  ：最大の軸力が発生するボルトの軸力(N) 

Ｆtk ：各ボルトに発生する軸力(N)  

Ｄ5  ：ボルト孔中心円直径＝  (mm) 

 

以上より，ｎが偶数の場合，Ｚ軸まわりのモーメントは下記となる。 
ｎ

2 5

k 15

tt
Z k

Ｆ ・Ｄ・ｎ2 ・Ｆ
Ｍ ＝ ・ ＝

Ｄ 4

  

ただし， 5
k

Ｄ 2 ・π
＝ ・sin{ ・(ｋ－1)}

2 ｎ
 

よって，表 4－9に示すモーメントから，ボルトの軸力は以下のように算出できる。 

5

fmax
t

4・Ｍ
Ｆ ＝

Ｄ・ｎ
 

したがって，ボルトに発生する応力は下記となる。 

・ｎＡ

Ｆ
＋

Ａ

Ｆ
＝ｆ

S

axl

S

t
t  

ここに， 

ｆt ：ボルトの発生応力(MPa) 

ＡS ：ボルトの有効断面積＝
4

π・ｄ 2
b

(mm2) 

ｄb ：ボルトのねじ部谷径＝  (mm) 

Ｆaxl ：表 4－10に示す軸方向荷重(N)  

 

ストレーナ取付部ボルトの設計荷重は，4.4.2項(2)に示すフランジに作用する最大モ

ーメントに加え，ストレーナの軸方向に発生する荷重によりボルトの軸方向荷重を考慮し

た引張力を合算して応力評価を行う。フランジとボルトは摩擦接合であるため，ボルトに

対するせん断力は作用しないものとする。 

ボルトの設計荷重を表 4－10に示す。 
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表 4－10 ボルトの設計荷重 

                                             （単位：N） 

荷重 軸方向荷重 

1 死荷重  

2 異物荷重 

3 差圧 

4 ＳＲＶ荷重  

5 プールスウェル（気泡形成）  

6 蒸気凝縮（ＣＯ）  

7 チャギング（ＣＨ）  

    

4.5 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び

「4.4 計算方法」に示す。 

 

4.6 応力の評価 

「4.4 計算方法」で求めた応力が表 4－3 及び表 4－4 を用いて算出される許容応力以下で

あること。 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心注水系ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 重大事故等時に対する評価 

重大事故等時に対する応力評価結果を表 5－1に示す。 

なお，各評価点における計算応力は表 4－2に示す荷重の組合せのうち，発生値が最も高い

評価を記載している。 
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表 5－1 重大事故等時に対する応力評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
荷重組合せ 

高圧炉心注水系 

ストレーナ 

P1 
全ディスクセットの 

多孔プレート 

一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
111 192 SA-3 

P2 
ディスクセット間の 

円筒形多孔プレート 

一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
103 192 SA-3 

P3 リブ 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
89 214 SA-3 

P4 コンプレッションプレート 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
33 214 SA-3 

P5 フィンガ 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
103 214 SA-3 

P6 ストラップ 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
39 214 SA-3 

P7 フランジ 曲げ応力 137 214 SA-3 

P8 ボルト 引張応力 42 204 SA-3 

 

先行プラントの補正工認と基本的に同じとし，格納容器の型式による違いがある箇所は大型化工

認の記載に修正した。 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

高圧炉心注水系 

ストレーナ 

（ティー） 
既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 

― 

[0.310]＊1 

104＊2 

― 

[0.310]＊1 

120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 ― SA-2 

注記＊1:高圧炉心注水系ストレーナ（ティー）は，その機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため，最高使用圧力を設定しないが，ここでは，原子炉格納容器（内圧）の最高使用圧力を［ ］

内に示す。 

  ＊2:サプレッションチェンバの最高使用温度を示す。 
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1. 概要 

本計算書は，重大事故等クラス２機器として兼用される高圧炉心注水系ストレーナ部ティーに

ついて，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基

本方針」に基づき，材料及び構造について評価を実施する。当該設備の評価は，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則

第六号）（以下「技術基準規則」という。）第 55条（材料及び構造）に規定されており，「実用発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発

第 1306194号）（以下「技術基準規則の解釈」という。）に従い，設計基準対象施設の規定を準用

する。 

また，技術基準規則の解釈第 17 条 4 において「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備

に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27

日原子力安全・保安院制定））に適合することと規定されている。 

本計算書は，高圧炉心注水系ストレーナ部ティーがこれらの要求事項に対して十分な強度を

有することを確認するための強度評価について示すものである。 

以下，重大事故等クラス 2管としての応力評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの構造計画を表 2－1に示す。 
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2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナ部ティーは，

サプレッションプール内

に水没された状態で設置

されており，原子炉格納

容器貫通部に取り付けら

れている。 

ティー形の管継手  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

 

ティー 

 

 

 

原子炉格納容器貫通部（X-210B,210C） 
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2.2 評価方針 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの応力評価は，「2.1 構造計画」にて示すストレーナ

部ティーの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及

び諸元」に示す解析モデルを用いて，設計荷重による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示

す。 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの応力評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの応力評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析モデル設定 

ストレーナ部ティーの構造強度評価 

設計荷重における応力 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年通商産業省告示第５０１号）（以

下「告示第５０１号」という。） 

・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）  

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｓprm 発生応力 MPa 

Ｐ 最高使用圧力（設計圧力） MPa 

Ｄo 管の外径 mm 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｂ１＊1 設計・建設規格 表 PPB-3812.1-1で規定する応力係数（＝  ） ― 

Ｂ２ｂ＊1 設計・建設規格 式 PPB-4.29により計算した分岐管の応力係数 

3

2

ｒ

ｍ

Ｔ

Ｒ
0.4 








 （＝  ） 

― 

Ｒｍ＊1 主管の平均半径 mm 

Ｔｒ＊1 主管の厚さ mm 

Ｂ２ｒ＊1 設計・建設規格 式 PPB-4.30により計算した主管の応力係数 

3

2

ｒ

ｍ

Ｔ

Ｒ
0.5 








 （＝  ） 

― 

Ｍｂ＊1 表 4－9に示す分岐管に作用する最大モーメント N･mm 

Ｍｒ＊1 表 4－9に示す主管に作用する最大モーメント N･mm 

Ｚｂ＊1 分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ＊1 主管の断面係数 mm3 

Ｐm＊2 内面に受ける最高の圧力 MPa 

i1＊2 告示第５０１号第 57条に規定する応力係数又は 1.33のいずれか

大きい方の値 

2 3

0.9

h
（＝  ） 

― 

h＊2 i1算出に必要な値 

t
4.4

r
  

― 

r＊2 h算出に必要な値，管断面の平均半径 

Do t

2

  

mm 

Ma＊2 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じる

モーメント 

N･mm 

Mb＊2 管の機械的荷重（逃し弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的

荷重に限る）により生じるモーメント 

N･mm 

Z＊2 管の断面係数＝  
2

n
π r t  mm3 

tn＊2 管の厚さ mm 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 

注記＊1：設計・建設規格に規定の応力計算に用いる記号 

  ＊2：告示第５０１号に規定の応力計算に用いる記号 

＝ 

＝ 

＝ 

＝ 

＝ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

 精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

 表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3位表示とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。  

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

     ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と

する。また，告示第５０１号別表に記載された許容引張応力は，各温度の値を

SI単位に換算し，SI単位に換算した値の小数点以下第 1位を四捨五入して，整

数位までの値とする。その後，設計・建設規格と同様の換算と桁処理を行う。 
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3. 評価部位 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの応力評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，ストレーナ部ティーについて実施する。なお，高圧炉心注水系ストレーナ部ティーのフ

ランジの評価は，コネクタ側フランジより板厚を大きく設計しており（ティー側フランジ厚さ  

mm，コネクタ側フランジ厚さ  mm），ティー側フランジにかかる荷重はコネクタ側フランジと

同じであるため，Ⅴ-3-3-3-3-1-4「高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの強度計算書」に

示すコネクタ側フランジの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの形状（貫通部番号：X-210B，210C） 

 

表 3－1 高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの主要寸法 

                                    （単位：mm） 

貫通部番号 外径 板厚 フランジ間距離 

X-210B，210C    
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

ストレーナ部ティーは，ストレーナ部を含む一体モデルでの応答解析から得られたモーメン

トとストレーナ部から作用する荷重を用いて構造強度評価を行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

        荷重の組合せ及び供用状態を表 4－1に，荷重の組合せ整理表を表 4－2に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの許容応力を表 4－3及び表 4－4に示す。なお，評

価対象は，基本板厚計算書で膜応力を考慮した最小板厚の評価を実施していることから，

一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

        高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの許容応力評価条件を表 4－5 及び表 4－6 に示す。 

なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

ティー  
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 機器等の区分 荷重の組合せ 
供用状態 

（許容応力状態） 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

高圧炉心注水系 

ストレーナ部ティー 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 重大事故等時＊ 

  注記＊：重大事故等時として設計・建設規格に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用

い，告示第５０１号に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は許容応力状態ⅠＡ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は許容応力状態ⅣＡの許容限界を用い

る。 

 

表 4－2 荷重の組合せ整理表（重大事故等対処設備） 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 

供用状態 

（許容応力状態） 運転時 
中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ) ○ ○ ○      重大事故等時＊ 

SA-2 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○    ○  重大事故等時＊ 

SA-3 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○  ○   ○ 重大事故等時＊ 

SA-4 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○     ○   重大事故等時＊ 

注記＊：重大事故等時として設計・建設規格に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用

い，告示第５０１号に規定の応力計算では運転状態Ⅴ(Ｌ)は許容応力状態ⅠＡ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は許容応力状態ⅣＡの許容限界を用い

る。 
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表 4－3 設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力 （重大事故等クラス２管（クラス２，３管）） 

状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

 重大事故等時＊ Ｓ 
長期荷重 1.5・Ｓ 

短期荷重 1.8・Ｓ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

表 4－4 告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力 （重大事故等クラス２管（第３種管）） 

状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

 許容応力状態Ⅴ＊ Ｓ 
長期荷重 Ｓ 

短期荷重 1.2・Ｓ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は許容応力状態ⅠＡ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は許容応力状態ⅣＡの許容限界を用いる。 
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表 4－5 使用材料の設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

ティー  最高使用温度 120  

 

表 4－6 使用材料の告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

ティー  最高使用温度 120  
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 4.2.4 設計荷重 

ストレーナに作用する荷重（死荷重，水力学的動荷重等）はフランジを介してティーに

伝達され，最終的に貫通部に伝達される。このため，ティーの設計荷重としては，ティー

自身に作用する荷重に加え，先の伝達荷重を考慮する。 

 

(1) 死荷重 

ティーの死荷重を表 4－7に示す。 

 

表 4－7 死荷重 

（単位：N） 

部位 高圧炉心注水系 

ティー  

 

(2) 差圧 

ティーの設計圧力は  MPaを考慮する。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

    高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの応答解析用モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を

以下に示す。解析モデルはⅤ-2-5-4-1-2「高圧炉心注水系ストレーナの耐震性についての計算

書」に示す応答解析用モデルと同じモデルである。また，機器の諸元を表 4－8に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，荷重を算出する。なお，ストレーナに

ついてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル

化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－1の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包水

及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。また，異物の質量も応答解析に

おいて考慮する。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 4－1 応答解析用モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 単位 入力値 

高圧炉心注水系 

ストレーナ部ティーの材質 
―  

高圧炉心注水系 

ストレーナ部ティーの質量 
kg  

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの 

内包水及び排除水の質量 
kg 

ストレーナ 1個あたりの異物の質量 kg/個 

温度 ℃ 104 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

 

4.4 計算方法 

4.4.1 ティーの計算方法 

 ティーに発生する応力は，設計・建設規格 PPC-3520及び告示第５０１号第 56条に従

い算出する。なお，ティーの溶接継手は管の板厚の強度と同等以上となるように設計して

いるため，ここでは管について評価を行う。 

設計・建設規格 PPC-3520に基づく応力算出は以下の式に従う。 

１ ｏ ２ｂ b ２ｒ r
prm

ｂ ｒ

Ｂ Ｐ Ｄ Ｂ Ｍ Ｂ Ｍ
Ｓ

２ ｔ Ｚ Ｚ

   
  


 

 

また，告示第５０１号第 56条に基づく応力算出は以下の式に従う。 

 1 a bm o
prm

0.75 i M MＰ Ｄ
S =

4 t Z
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4.5 計算条件 

4.5.1 応力解析に用いるモーメント 

応力解析に用いるモーメントは，図 4－2 に示す主管と分岐管に作用するモーメントを

用いる。主管のモーメントは「4.2.4 設計荷重」に示したようにストレーナからの伝達

荷重を考慮し，分岐管のモーメントは先の伝達荷重に加え，ティー自身に作用する荷重か

ら算出したモーメントを考慮する。 

算出したモーメントを表 4－9 に示す。ここでのモーメントとは，設計・建設規格 解

説 PPC-3520 の考え方に基づいて設定した 3 方向のモーメントを二乗和平方根で合成した

ものである。 

 
 

図 4－2 ティーのモーメント算出点 

 

表 4－9 ティーの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 
モーメント 

主管 分岐管 

1 死荷重   

2 異物荷重   

3 差圧   

4 ＳＲＶ荷重   

5 プールスウェル（気泡形成）   

6 蒸気凝縮（ＣＯ）   

7 チャギング（ＣＨ）   

  

  

 

 

 

 

 

 

分岐管 

主管 モーメント算出点 
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4.6 応力の評価 

「4.5 計算条件」で求めた応力が表 4－3，表 4－4，表 4－5及び表 4－6を用いて算出され

る許容応力以下であること。 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ティーの重大事故等時の状態を考慮した場合の評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を

満足していることを確認した。 

(1) 重大事故等時に対する評価 

重大事故等時に対する応力評価結果を表 5－1，表 5－2に示す。 

なお，各評価点における計算応力は表 4－2 に示す荷重の組合せのうち，発生値が最も高

い評価を記載している。 

 

表 5－1 設計・建設規格に基づく重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 運転状態 応力分類 

重大事故等時 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
荷重組合せ 

高圧炉心注水系 

ストレーナ部ティー 
ティー Ⅴ(Ｓ) 一次応力 114 214 SA-3 

 

表 5－2 告示第５０１号に基づく重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 運転状態 応力分類 

許容応力状態Ⅴ 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
荷重組合せ 

高圧炉心注水系 

ストレーナ部ティー 
ティー Ⅴ(Ｓ) 一次応力 42 143 SA-3 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

の基本方針」及びⅤ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップの 

有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

高圧炉心注水系 

ストレーナ 

（コネクタ） 

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 

―  

[0.310]＊1 

104＊2 

―  

[0.310]＊1 

120 ― 設計・建設規格＊3 
設計・建設

規格 
― SA-2 

注記＊1：高圧炉心注水系ストレーナ（コネクタ）は，その機能及び構造上の耐圧機能を必要としないため，最高使用圧力を設定しないが，ここでは，原子炉格納容器（内圧）の最高使用圧力を［ ］

内に示す。 

＊2：サプレッションチェンバの最高使用温度を示す。 

＊3：「沸騰水型原子力発電設備における非常用炉心冷却設備及び格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価及び構造強度評価について」（平成 17・10・13原院第 4号（平成 17年 10月 

25日））に従い，大型化改造工事時に大型化改造工認を提出。
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1. 概要 

本計算書は，重大事故等クラス２機器として兼用される高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネ

クタについて，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」に基づき，材料及び構造について評価を実施する。当該設備の評価は，「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会

規則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第 55条（材料及び構造）に規定されており，「実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日 原規

技発第 1306194号）（以下「技術基準規則の解釈」という。）に従い，設計基準対象施設の規定を

準用する。 

また，技術基準規則の解釈第 17条 4において「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に

係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日

原子力安全・保安院制定））に適合することと規定されている。 

本計算書は，高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタがこれらの要求事項に対して十分な強

度を有することを確認するための強度評価について示すものである。 

以下，重大事故等クラス 2管としての応力評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナ取付部コネク

タは，サプレッションプ

ール内に水没された状態

で設置されており，ティ

ー及びストレーナの間に

取り付けられる。 

コネクタ  

 
 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 
（単位：mm） 

 

 
 

ティー側 

 

 

ストレーナ側 

フランジ 

ティー 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ取付部コネクタ 

原子炉格納容器貫通部 

(X-210B,210C) 

ストレーナ 

フランジ 
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2.2 評価方針 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの応力評価は，「2.1 構造計画」にて示すストレ

ーナ取付部コネクタの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解

析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いて，設計荷重による応力等が許容限界内に収まる

ことを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評

価結果」に示す。 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの応力評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの応力評価フロー 

 

 

 

 

 

 

  

解析モデル設定 

設計荷重における応力 

 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの構造強度評価 

 



 

4 

K7
 
①
 Ⅴ

-3
-
3-
3-
3-

1-
4 
R1
 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）  

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ 応力係数 ― 

Ｄ 外径 mm 

Ｌ 長さ mm 

Ｍ モーメント N･mm 

Ｐ 圧力 MPa 

ｔ 厚さ mm 

Ｚ 断面係数 mm3 

σ 応力 MPa 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3位表示とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

     ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの応力評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，ストレーナ取付部コネクタ及びフランジについて実施する。 

なお，Ⅴ-3-3-3-3-1-2「高圧炉心注水系ストレーナの強度計算書」に示すストレーナ取付部ボ

ルトの評価は，ストレーナ取付部で発生する荷重及びモーメントよりティーとコネクタ間で発生

する荷重及びモーメントの方が大きいため，ティーとコネクタ間で発生する荷重及びモーメント

を用いており，高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタをストレーナ部ティーに取り付けるた

めのボルトの評価は，Ⅴ-3-3-3-3-1-2「高圧炉心注水系ストレーナの強度計算書」に示すストレ

ーナ取付部ボルトの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

また，高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタのフランジのうちストレーナと取り付けるフ

ランジの評価は，ストレーナ側フランジより板厚を大きく設計しており（コネクタ側フランジ厚

さ  mm，ストレーナ側  mm），Ⅴ-3-3-3-3-1-2「高圧炉心注水系ストレーナの強度計算書」

に示すストレーナ側フランジの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの形状及び主要寸法を図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタ（貫通部番号：X-210B，210C） 

Ｄ1＝  Ｌ1＝  Ｌ2＝  ｔ1＝  

 

図 3－1 高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの形状及び主要寸法（単位：mm） 

  

ストレーナ側 

 

Ｌ1 
Ｌ2 

ティー側 

φ
Ｄ

1 

ｔ
1
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

ストレーナ取付部コネクタは，ストレーナ部を含む一体モデルでの応答解析から得られたモ

ーメントとストレーナから作用する荷重を用いて構造強度評価を行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの荷重の組合せ及び供用状態に用いるものを

表 4－1に，荷重の組合せ整理表を表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの許容応力を表 4－3に示す。なお，評価対象

は，構造又は形状の不連続性を有する部分であることから，発生する一次一般膜応力は十

分小さいため，一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの許容応力評価条件を表 4－4に示す。 

なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

コネクタ           

フランジ    
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

非常用炉心冷却設備 

その他原子炉注水設備 

高圧炉心注水系ストレーナ 

取付部コネクタ 
重大事故等クラス２ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

 重大事故等時＊ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ整理表（重大事故等対処設備） 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 

供用状態 運転時 
中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ) ○ ○ ○      重大事故等時＊ 

SA-2 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○    ○  重大事故等時＊ 

SA-3 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○ ○ ○  ○   ○ 重大事故等時＊ 

SA-4 運転状態Ⅴ(Ｓ) ○     ○   重大事故等時＊ 

注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表 4－3 許容応力 （重大事故等クラス２管（クラス２，３管）） 

供用状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

 重大事故等時＊ Ｓ 
長期荷重 1.5・Ｓ 

短期荷重 1.8・Ｓ 

                   注記＊：重大事故等時として運転状態Ⅴ(Ｌ)は供用状態Ａ，運転状態Ⅴ(Ｓ)は供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

コネクタ  最高使用温度 120  

フランジ  最高使用温度 120  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 死荷重 

高圧炉心注水系ストレーナとコネクタの自重による荷重及び高圧炉心注水系ストレーナ

に付着する異物の自重による異物荷重の２つの死荷重を考慮する。 

ストレーナ    N 

コネクタ    N 

異物      N 

 

(2) 差圧 

コネクタの設計圧力は  MPaを考慮する。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの応答解析用モデルを図 4－1 に，解析モデルの

概要を以下に示す。解析モデルはⅤ-2-5-4-1-2「高圧炉心注水系ストレーナの耐震性について

の計算書」に示す応答解析用モデルと同じモデルである。また，機器の諸元を表 4－5に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，荷重を算出する。なお，ストレーナに

ついてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル

化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－1の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包水

及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。また，異物の質量も応答解析に

おいて考慮する。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重を求める。なお，評価に用

いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

図 4－1 応答解析用モデル 
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表 4－5 機器諸元 

項目 単位 入力値 

高圧炉心注水系ストレーナ 

取付部コネクタの材質 
―  

高圧炉心注水系ストレーナ 

取付部コネクタの質量 
kg/個  

高圧炉心注水系ストレーナ 

取付部コネクタの 

内包水及び排除水の質量 

kg/個  

ストレーナ 1個あたりの異物の質量 kg/個  

温度 ℃ 104 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

 

4.4 計算方法 

4.4.1 コネクタの計算方法 

(1) 応力の計算方法 

コネクタに発生する応力は，設計・建設規格 PPC-3520に従い算出する。なお，コネク

タの溶接継手は管の板厚の強度と同等以上となるように設計するため，ここでは管につい

て評価を行う。 

応力算出は以下の式に従う。 

  １ ｏ ２ ｍａｘ
prm

Ｂ Ｐ Ｄ Ｂ Ｍ
Ｓ

２ ｔ Ｚ

  
 


 

ここに， 

  Sprm ：発生応力(MPa) 

  Ｐ ：最高使用圧力（設計圧力）(MPa) 

  Ｄｏ ：管の外径(mm) 

  ｔ ：管の厚さ(mm) 

  Ｂ１ ：設計・建設規格 表 PPB-3812.1-1で規定する応力係数（＝  ） 

  Ｂ２ ：設計・建設規格 式 PPB-4.20により算出した応力係数（＝  ） 

＝

3

2

ｈ

1.30
 

     ｈ ：設計・建設規格 式 PPB-4.21により計算した値 

    ＝
２ｒ

Ｒｔ
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  Ｒ ：コネクタ中心線の曲率半径＝  (mm) 

  ｒ ：設計・建設規格 式 PPB-4.19により計算した値(mm) 

    ＝
２

－ｔＤｏ  

  Ｍｍａｘ ：表 4－6に示す最大モーメント(N･mm) 

  Ｚ ：管の断面係数(mm3) 

 

(2) 応力解析に用いるモーメント 

コネクタの設計荷重は，ストレーナからの伝達荷重とコネクタ自身に作用する荷重から

算出した，図 4－2 に示すコネクタのストレーナ及びティーとの取合い部における最大モ

ーメントを用いる。なお，ここでの最大モーメントとは，コネクタのティーとの取合い部

における 3方向のモーメントを二乗和平方根で合成したものである。 

算出した最大モーメントを表 4－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 コネクタのモーメント算出点 

 

表 4－6 コネクタの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 
最大モーメント 

Ｍｍａｘ 

1 死荷重  

2 異物荷重  

3 差圧  

4 ＳＲＶ荷重  

5 プールスウェル（気泡形成）  

6 蒸気凝縮（ＣＯ）  

7 チャギング（ＣＨ）  

  

  

コネクタ 

ティー取合い部 

ストレーナ取合い部 
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4.4.2 フランジの計算方法 

(1) 応力の計算方法 

ストレーナ取付部コネクタのストレーナ部ティーと取り付けるフランジは，一般的なフ

ランジとは異なりガスケットを使用しない。そこで取付フランジを以下のようにモデル化

し，応力評価を行う。 

取付フランジを外周（ボルト穴中心円直径）が固定された平板と考え，表 4－7に示すモ

ーメントが中心部に作用すると考える。この場合の発生応力は，引用文献(1)より，    

図 4－3に示す計算モデルで下記の計算式より求める。 

        
2

fmax
r

a･ｔ

β・Ｍ
＝σ

 

ここに， 

  σｒ ：曲げ応力(MPa) 

  Ｍfmax ：表 4－7に示す最大モーメント(N･mm) 

  ａ  ：ボルト穴中心円半径＝  (mm) 

  ｂ  ：フランジ内半径＝  (mm) 

  ｔ  ：フランジ板厚＝  (mm) 

  β  ：ｂ/ａ（＝  ）から決まる計算上の係数＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 4－3 フランジ断面の計算モデル 

 

 

  

ａ 

ｂ 

フランジ 

ｔ 

Ｍfmax 

ボルト穴 

フランジ面 
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(2) 応力解析に用いるモーメント 

フランジの設計荷重は，図 4－2 に示すコネクタのストレーナ及びティーとの取合い部

における最大モーメントを用いる。算出した最大モーメントを表 4－7に示す。ここでの最

大モーメントとは，コネクタのティーとの取合い部におけるフランジに対して面外方向の

曲げモーメントとする。フランジの面内方向のモーメント（ねじりモーメント）は，フラ

ンジの面内剛性が大きいため，ここでは評価対象としない。 

 

表 4－7 フランジの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 
最大モーメント 

Ｍfmax 

1 死荷重  

2 異物荷重  

3 差圧  

4 ＳＲＶ荷重  

5 プールスウェル（気泡形成）  

6 蒸気凝縮（ＣＯ）  

7 チャギング（ＣＨ）  
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4.5 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.4 

計算方法」に示す。 

 

4.6 応力の評価  

「4.4 計算方法」で求めた応力が，表 4－3 及び表 4－4 を用いて算出される許容応力以下

であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの重大事故等時の状態を考慮した場合の評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足していることを確認した。 

(1) 重大事故等時に対する評価 

重大事故等時に対する応力評価結果を表 5－1に示す。 

なお，各評価点における計算応力は表 4－2に示す荷重の組合せのうち，発生値が最も高い

評価を記載している。 

 

表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ） 

評価対象設備 評価部位 運転状態 応力分類 

重大事故等時 
荷重 

組合せ 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

高圧炉心注水系ストレーナ 

取付部コネクタ 

コネクタ Ⅴ(Ｓ) 一次応力 63 214 SA-3 

フランジ Ⅴ(Ｓ) 一次応力 103 214 SA-3 

 

6. 引用文献 

(1) WARREN C. YOUNG 

“ROARK’S FORMULAS for Stress and Strain”7th Edition 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-11「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 

評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 

クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

E22-F003B,C 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 無 11.77 302 11.77 302 無 S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1.1　設計仕様

系　統　：　 高圧炉心注水系

止め弁 200F003B,C SCPL1 SCPL1

機器の区分 重大事故等クラス２弁

弁番号 種類
呼び径 材料

弁箱 弁ふた ボルト
（A）
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1.2　強度計算書

系　統　： 高圧炉心注水系 F003B,C 1

　設計条件 　ネック部の厚さ

　　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ／ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ1　≧　ｔｍ1

　　ｔ2 (mm) ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

302

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

11.77

9.57 ―

17.6 ―

15.8 ―

SCPL1

SCPL1

14.37 ―

14.5 ―

21.1 ―

17.6 ―

弁番号 シート
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系　統　： 高圧炉心注水系 F003B,C 2

　フランジ及びフランジボルトの応力解析

　設計条件 　モーメントの計算

　　ＰFD (MPa) 16.51  　　ＨD (N) 7.468 × 10 5

　　Ｐeq (MPa) 4.74  　　ｈD (mm) 43.5      

　　Ｔm (℃) 302      　　ＭD (N･mm) 3.249 × 10 7

　　Ｍｅ (N･mm)  　　ＨG (N) 6.160 × 10 5

　　Ｆｅ (N)       　　ｈG (mm) 46.1      

　　フランジの形式 JIS B8265図2(b)(7) 　　ＭG (N･mm) 2.842 × 10 7

　フランジ 　　ＨT (N) 2.534 × 10 5

　　材料 SCPL1 　　ｈT (mm) 55.6      

　　σfa (MPa) 　　ＭT (N･mm) 1.408 × 10 7

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 113      　　Ｍo (N･mm) 7.498 × 10 7

　　σfb (MPa) 　　Ｍg (N･mm) 8.467 × 10 7

最高使用温度(使用状態) 112      　フランジの厚さと係数

　　Ａ (mm)     　　ｔ (mm)       

　　Ｂ (mm)     　　Ｋ 1.83     

　　Ｃ (mm)     　　ｈｏ (mm)       

　　ｇ0 (mm)     　　ｆ 1.00     

　　ｇ1 (mm)     　　Ｆ 0.798   

　　ｈ (mm)     　　Ｖ 0.249   

　ボルト 　　ｅ (mm-1) 0.00973

　　材料 　　ｄ (mm3) 956337         

　　σa (MPa) 　　Ｌ 1.57     

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 173      　　Ｔ 1.57     

　　σb (MPa) 　　Ｕ 3.71     

最高使用温度(使用状態) 173      　　Ｙ 3.37     

　　ｎ 　　Ｚ 1.85     

　　ｄｂ (mm) 　応力の計算

　ガスケット 　σHo (MPa) 122         

　　材料 　σRo (MPa) 69         

　　ガスケット厚さ (mm)     　σTo (MPa) 56         

　　Ｇ (mm)     　σHg (MPa) 104         

　　ｍ    　σRg (MPa) 78         

　　ｙ (N/mm2)     　σTg (MPa) 64         

　　ｂｏ (mm)     

　　ｂ (mm) 応力の評価　： σHo　≦　1.5・σfb

　　Ｎ (mm) σRo　≦　1.5・σfb

　　Gs (mm) σTo　≦　1.5・σfb

　ボルトの計算

　　Ｈ (N) 1.000 × 10 6 σHg　≦　1.5・σfa

　　Ｈｐ (N) 6.160 × 10 5 σRg　≦　1.5・σfa

　　Ｗm1 (N) 1.616 × 10 6 σTg　≦　1.5・σfa

　　Ｗm2 (N) 4.285 × 10 5

　　Ａm1 (mm2) 9.342 × 10 3 よって十分である。

　　Ａm2 (mm2) 2.477 × 10 3

　　Ａm (mm2) 9.342 × 10 3

　　Ａb (mm2)

　　Ｗo (N) 1.616 × 10 6

　　Ｗg (N) 1.836 × 10 6

評価　： Ａm　＜　Ａb

よって十分である。

弁番号 シート
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